
有価証券報告書 

株式会社 三 陽 商 会 

(E00593) 

（金融商品取引法第24条第１項に基づく報告書） 

事業年度 自 平成24年１月１日 

（第70期） 至 平成24年12月31日 

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936



株式会社 三 陽 商 会 

  第70期（自平成24年１月１日 至平成24年12月31日）   

  

有価証券報告書 

  

  １ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第27条の

30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用して、平成25年３月 

28日に提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査報告書

及び上記の有価証券報告書と同時に提出した内部統制報告書を末尾に綴じ込んで

おります。 

  

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936



目       次 

  

  頁

第70期 有価証券報告書 

【表紙】 ………………………………………………………………………………………………………………………  1

第一部 【企業情報】 ………………………………………………………………………………………………………  2

第１ 【企業の概況】 ……………………………………………………………………………………………………  2

１ 【主要な経営指標等の推移】 …………………………………………………………………………………  2

２ 【沿革】 …………………………………………………………………………………………………………  4

３ 【事業の内容】 …………………………………………………………………………………………………  5

４ 【関係会社の状況】 ……………………………………………………………………………………………  6

５ 【従業員の状況】 ………………………………………………………………………………………………  7

第２ 【事業の状況】 ……………………………………………………………………………………………………  8

１ 【業績等の概要】 ………………………………………………………………………………………………  8

２ 【生産、受注及び販売の状況】 ………………………………………………………………………………  9

３ 【対処すべき課題】 ……………………………………………………………………………………………  10

４ 【事業等のリスク】 ……………………………………………………………………………………………  15

５ 【経営上の重要な契約等】 ……………………………………………………………………………………  16

６ 【研究開発活動】 ………………………………………………………………………………………………  16

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 …………………………………………  17

第３ 【設備の状況】 ……………………………………………………………………………………………………  18

１ 【設備投資等の概要】 …………………………………………………………………………………………  18

２ 【主要な設備の状況】 …………………………………………………………………………………………  18

３ 【設備の新設、除却等の計画】 ………………………………………………………………………………  19

第４ 【提出会社の状況】 ………………………………………………………………………………………………  20

１ 【株式等の状況】 ………………………………………………………………………………………………  20

２ 【自己株式の取得等の状況】 …………………………………………………………………………………  23

３ 【配当政策】 ……………………………………………………………………………………………………  24

４ 【株価の推移】 …………………………………………………………………………………………………  24

５ 【役員の状況】 …………………………………………………………………………………………………  25

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 ……………………………………………………………………  28

第５ 【経理の状況】 ……………………………………………………………………………………………………  36

１ 【連結財務諸表等】 ……………………………………………………………………………………………  37

２ 【財務諸表等】 …………………………………………………………………………………………………  72

第６ 【提出会社の株式事務の概要】 …………………………………………………………………………………  97

第７ 【提出会社の参考情報】 …………………………………………………………………………………………  98

１ 【提出会社の親会社等の情報】 ………………………………………………………………………………  98

２ 【その他の参考情報】 …………………………………………………………………………………………  98

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 ………………………………………………………………………………  99

   

監査報告書 …………………………………………………………………………………………………………………… 巻末 

内部統制報告書 ……………………………………………………………………………………………………………… 巻末 

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936



  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年３月28日 

【事業年度】 第70期（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

【会社名】 株式会社三陽商会 

【英訳名】 SANYO SHOKAI LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員  杉 浦 昌 彦 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区本塩町14番地 

【電話番号】 東京03(3357)局4111番(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理財務本部 経理部長  中 島 和 也 

【 寄りの連絡場所】 東京都新宿区本塩町14番地 

【電話番号】 東京03(3357)局4111番(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理財務本部 経理部長  中 島 和 也 

【縦覧に供する場所】 株式会社三陽商会 大阪支店 

（大阪市中央区久太郎町二丁目４番11号クラボウアネックスビル８階）  

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 1 -



(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第67期及び第69期の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 （百万円）  133,089  114,231  112,057  104,614  107,630

経常利益又は経常損失（△） （百万円）  4,839  △5,455  2,067  1,652  5,933

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（百万円）  2,296  △4,079  750  △1,181  2,144

包括利益 （百万円）  －  －  －  △2,103  3,360

純資産額 （百万円）  56,334  50,521  49,495  45,879  48,231

総資産額 （百万円）  107,338  106,022  102,271  98,790  97,102

１株当たり純資産額 （円）  447.88  401.66  393.56  364.84  383.58

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△）
（円）  17.26  △32.43  5.97  △9.40  17.05

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  52.48  47.65  48.39  46.44  49.67

自己資本利益率 （％）  3.74  △7.64  1.50  △2.48  4.56

株価収益率 （倍）  20.50  －  53.31  －  13.49

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  69  △7,521  5,494  1,985  7,703

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △3,491  △2,148  △1,255  △2,365  △1,576

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △1,531  9,028  △3,601  355  △6,120

現金及び現金同等物の期末 

残高 
（百万円）  8,853  8,167  8,745  8,731  8,802

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数) 
（名） 

 

( )

2,001

5,272

 

( )

1,993

5,228

 

( )

1,895

4,930

 

( ) 

1,810

4,669

 

( ) 

1,729

4,459
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第67期及び第69期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失であるため記載しておりません。 

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 （百万円）  130,588  111,663  109,829  102,426  105,293

経常利益又は経常損失（△） （百万円）  5,035  △5,097  2,899  2,644  6,076

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（百万円）  2,405  △3,970  492  △951  1,840

資本金 （百万円）  15,002  15,002  15,002  15,002  15,002

発行済株式総数 （株）  136,229,345  126,229,345  126,229,345  126,229,345  126,229,345

純資産額 （百万円）  54,839  49,172  47,954  44,561  46,544

総資産額 （百万円）  104,923  104,026  99,805  96,730  94,666

１株当たり純資産額 （円）  435.99  390.97  381.34  354.37  370.16

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

（円） 

（円） 

 

( )

15.00

－

 

( )

15.00

－

 

( )

12.00

－

 

( ) 

8.00

－

 

( ) 

8.00

－

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△）
（円）  18.08  △31.57  3.92  △7.57  14.64

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  52.27  47.27  48.05  46.07  49.17

自己資本利益率 （％）  4.02  △7.64  1.02  △2.06  4.04

株価収益率 （倍）  19.57  －  81.13  －  15.71

配当性向 （％）  82.9  －  306.1  －  54.6

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数) 
（名） 

 

( )

1,950

5,137

 

( )

1,935

5,063

 

( )

1,820

4,753

 

( ) 

1,741

4,535

 

( ) 

1,658

4,327
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２【沿革】

年月 概要 

昭和17年12月 各種工業用品ならびに繊維製品の製造販売を目的として創業者故吉原信之が東京板橋区に個人経営三

陽商会を開業 

昭和18年５月 資本金５万円にて株式会社三陽商会を設立し、工作機械工具の修理加工、販売を開始 

昭和19年10月 社名を株式会社三陽商会製作所と改称し、豊島工場ならびに銀座営業所を設置 

昭和20年10月 本店を東京都京橋区（現中央区）に移転 

なお、この頃より主要業務を工作機械工具からレインコートの販売へと変更 

昭和23年７月 社名を株式会社三陽商会と改称 

昭和24年９月 日本ゴム工業株式会社（現オカモト株式会社）と同社製レインコートの一手発売元としての特約を締

結 

なお、この頃より百貨店への販売を積極的に開始 

昭和27年７月 東京都千代田区に東京営業所を設置して営業活動の主体を移転、東京都中央区に銀座サービス・ステ

イションを設置（昭和48年６月閉鎖） 

昭和37年４月 本店を東京都千代田区に移転 

昭和37年５月 本社ビルを東京都千代田区に新築 

昭和44年２月 東京都新宿区に本社ビルが完成し、本店を移転 

なお、この頃より総合アパレルメーカーへの進出を開始 

昭和46年７月 株式を東京証券取引所市場第二部へ上場 

昭和52年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和56年２月 ニューヨークに現地法人を設立（平成11年10月閉鎖） 

昭和56年５月 東京都江東区に潮見商品センターを新築 

昭和61年６月 ニューヨークに現地縫製工場を設立（平成11年11月閉鎖） 

平成元年３月 東京都港区に青山ビルを新築 

平成元年４月 自社健康保険組合設立 

平成２年６月 東京都江東区に潮見ビルを新築 

平成５年７月 創立50周年記念行事を開催 

平成８年４月 ミラノに現地法人サンヨーショウカイミラノS.p.A.（連結子会社）を設立 

平成８年５月 香港に現地法人三陽商會香港有限公司を設立（平成13年12月閉鎖） 

平成10年２月 台湾に現地法人國際三陽股份有限公司を設立（平成13年12月閉鎖） 

平成11年10月 ニューヨークに現地法人サンヨーショウカイニューヨーク,INC.（連結子会社）を設立 

平成12年12月 東京都中央区にバーバリー銀座店を開店 

平成18年５月 上海に現地法人上海三陽時装商貿有限公司（連結子会社）を設立 

平成20年５月 本店を東京都港区へ移転 

平成24年９月 本店を東京都新宿区へ移転 
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 当社の企業集団は、当社、子会社11社及び関連会社１社で構成され、衣料品等繊維製品の製造・販売を主な事業内

容とし、更に事業に関連するリース・不動産の賃貸業等の事業活動を展開しております。 

 当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 なお、当社グループの事業はアパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント

別の記載はしておりません。  

衣料品関連事業 

衣料品等の製造・販売…… 当社が製造・販売しております。 

衣料品等の販売…………… 子会社サンヨーアパレル㈱、サンヨーショウカイニューヨーク,INC.及び上海三

陽時装商貿有限公司は主に当社から仕入れて販売しており、㈱カイラニ・インタ

ーナショナル及び関連会社バーバリー・インターナショナル㈱は主に海外からの

輸入商品を販売しております。 

衣料品の縫製加工………… 子会社㈱新潟サンヨーソーイング、㈱サンヨーエクセル、㈱サンヨー・インダス

トリー、㈱サンヨーソーイング及び㈱岩手サンヨーソーイングは衣料品を縫製加

工し、商社経由で当社に納入しております。 

生産業務及び情報の提供… 子会社サンヨーショウカイミラノS.p.A.は海外生産管理業務と情報の提供を当社

に行っております。 

その他の関連事業 

リース・不動産の賃貸…… 子会社サンヨーゼネラルサービス㈱は当社グループのリース物件の取扱い及び不

動産の賃貸を行っております。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 （注） 非連結子会社５社及び関連会社１社は持分法を適用しております。 

３【事業の内容】
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 （注）１ サンヨーアパレル㈱、サンヨーゼネラルサービス㈱、㈱カイラニ・インターナショナル及びサンヨーショウ

カイニューヨーク,INC.に資金援助をしております。 

２ サンヨーアパレル㈱には土地及び建物を賃貸しております。 

３ サンヨーゼネラルサービス㈱には建物を賃貸しております。 

４ 特定子会社に該当しております。 

５ 連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を超えている会社はありま

せん。 

６ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又は

出資金 
（千円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容

（連結子会社）           

サンヨーアパレル㈱ 

(注)１、２  

東京都 

江東区 
130,000 衣料品の販売 100.0

当社の製品を販売しております。 

役員の兼任８名 

サンヨーゼネラルサービス㈱ 

(注)１、３ 

東京都 

新宿区 
30,000

リース・不動産の

賃貸業 
100.0

当社グループへのリース物件の取

扱い及び不動産の賃貸業をしてお

ります。 
役員の兼任５名 

㈱カイラニ・ 

インターナショナル  

(注)１ 

東京都 

渋谷区  
90,000 衣料品の販売  90.0 役員の兼任６名   

サンヨーショウカイ 

ニューヨーク,INC. 
(注)１ 

アメリカ 

ニューヨーク市 

千

米ドル

1,000
衣料品の販売 100.0

当社の製品を販売しております。 

役員の兼任４名 

サンヨーショウカイ 

ミラノS.p.A. 

イタリア 

ミラノ市 

千

ユーロ

464 衣料品の 

生産管理業務 
100.0

当社の製品の海外生産管理業務と

情報の提供をしております。 

役員の兼任４名 

上海三陽時装商貿有限公司 

(注)４ 

中国 

上海市 

千

元

140,416
衣料品の販売 100.0

当社の製品を販売しております。 

役員の兼任６名 

（持分法適用関連会社）           

バーバリー・ 

インターナショナル㈱ 

東京都 

中央区 
2,000,000

輸入服飾雑貨の 

販売 
29.0 役員の兼任１名 

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 6 -



(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。  

３ 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の

記載はしておりません。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４ 当社は、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はし

ておりません。 

  

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合の状況は次のとおりであります。 

 なお、連結子会社においては労働組合は組織されておりません。 

  

５【従業員の状況】

  平成24年12月31日現在

従業員数（名） 
 

( ) 

1,729

4,459

  平成24年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

 

( ) 

1,658

4,327
 43.2  17.7  6,436

１ 名称 三陽商会労働組合 

２ 組合員数 1,108名（平成24年12月31日現在） 

３ 所属上部団体 UIゼンセン同盟 

４ 労使関係 安定しており特記すべき事項はありません。 
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(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要による内需の押し上げなどにより、緩やか

に回復していましたが、海外経済の減速や、国内政策効果の一巡などにより、持ち直しの動きが弱まっておりま

す。 

 当アパレル・ファッション業界におきましては、消費者の節約志向は依然として強いものの、前年の震災の影響

による落ち込みの反動もあり、３月、４月は春夏物衣料が好調に推移しました。また、厳しい残暑の影響はありま

したが、11月から気温が冷え込み、コートを中心に冬物防寒衣料が好調に推移するなど、全体に前年を上回る状況

で推移しました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは従来からの方針に基づく積極的な営業活動を展開すると同時に、

商品企画、販路の見直しや柔軟な生産調整等、環境変化に対応した経営に注力してまいりました。また、業務の一

層の効率化を追求するとともに、更なる発展に向けて今期に「中期経営戦略」を策定し、事業の選択と集中を基本

方針に、業績の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は1,076億３千万円（前年比2.9％増）、営業利益は58億５千５百万円（前年

比180.9％増）、経常利益は59億３千３百万円（前年比259.0％増）、当期純利益は21億４千４百万円（前年は11億

８千１百万円の当期純損失）となりました。 

 なお、当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますので、セグメン

ト情報の記載はしておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が46億３千５百万円増加した

こと等により77億３百万円の収入（前連結会計年度は、19億８千５百万円の収入）となりました。 

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、本社移転に伴う耐震、内装工事や店舗内装工事等に係

る有形固定資産の取得による支出14億４千１百万円等により15億７千６百万円の支出（前連結会計年度は、23億６

千５百万円の支出）となりました。 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の純増額による収入９億７千２百万円があ

りましたが、配当金の支払額10億５百万円や、短期借入金の純減額による支出60億円があったこと等により61億２

千万円の支出（前連結会計年度は、３億５千５百万円の収入）となりました。 

 この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ７千１百万円増加し、88億２百万円となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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 当社グループは「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、ア

パレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますが、生産実績、販売実績については従来どお

り、紳士服・洋品、婦人子供服・洋品、服飾品他の３区分で示しております。 

  

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 該当事項はありません。   

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

区分 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

紳士服・洋品  18,990  102.5

婦人子供服・洋品  28,464  93.2

服飾品他  7,152  96.0

合計  54,607  96.6

区分 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

紳士服・洋品  38,228  107.4

婦人子供服・洋品  56,506  100.1

服飾品他  12,895  102.6

合計  107,630  102.9
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 当社グループは、平成24年度を起点とする「中期経営戦略」のなかで、下記の経営方針を掲げており、その実現を

当面の経営課題としております。 

① 事業ポートフォリオの再構築による事業領域の拡大 

 ・販路の多角化の推進（消費者視点） 

 ・バーバリー以外のビジネスの強化・拡大（次期主力事業の確立） 

 ・新たな消費者（Ｆ１層、Ｍ１層、ファミリー層）へのアクセス強化 

 ・海外事業の強化（上海三陽時装商貿有限公司の業容拡大） 

② 新たなビジネスモデルの運営を支える社内基盤の整備と強化 

 ・消費者志向の「価値創造」と「価値提供」 

 ・サプライチェーンの高効率化 

 ・店頭起点の組織運営の構築 

 ・組織体制・人事制度の整備 

 その実現のために、次期主力事業への経営資源の集中投資、新規事業開発、消費者志向の新しい価値創造と価値提

供を実現する企業への変革、サプライチェーンの高効率化の推進からなる「事業戦略」、新たなビジネスモデルに対

応できる組織体制の整備、従業員満足度の向上を目指した人事制度の整備からなる「組織・モチベーション戦略」を

二つの重点戦略としております。  

 なお「中期経営戦略」の詳細については、当社ホームページ（http://www.sanyo-shokai.co.jp/）に掲載しており

ますのでご覧ください。 

 今後の見通しにつきましては、わが国経済は緩やかに持ち直しておりますが、欧州債務問題や中国経済の減速懸念

などの不安要素もあり、経営環境は依然として先行き不透明な状況が続くものと予想されます。また、個人消費につ

きましても、雇用・所得環境の厳しさは続き、生活防衛意識もしばらく改善されず、予断を許さない状況が続くもの

と思われます。 

 このような情勢のなかで、当社グループは適切な商品企画、強固な販売体制の確立、情報システムの刷新、物流の

合理化、保有資産の見直し、財務体質の改善強化など経営全般にわたる一層の効率化を追求するとともに、事業の選

択と集中を基本方針に、ブランドの開発・育成および新販路の展開にも積極的に取り組み、業績の向上を図ってまい

ります。 

  また、今回、環境変化へ対応し利益体質をより強化するため、抜本的な構造改革施策の一つとして、希望退職者の

募集を行うことを決定し、平成25年１月25日に「希望退職者募集に関するお知らせ」を発表しております。  

 会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策） 

 （注）経営ビジョンにつきましては、平成24年度を起点とする「中期経営戦略」に沿った内容になっております。 

(1) 会社の支配に関する基本方針の内容について 

① 当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン 

 当社は、当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョンについて、以下のとおりに考えております。 

（企業理念） 

 「真・善・美」を社是とし、ファッションを通じ、美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に貢献すること

を経営理念としています。 

（ＣＳＲ基本方針） 

 ファッション製品を製造販売する事業活動を通じ、三陽商会の社会的存在意義を常に考えつつ、社会に有用な製

品・サービスを提供することで、企業価値の持続的向上を追求することが、当社の社会に対する責任の基本である

と考えます。 

 事業活動の遂行においては、株主、顧客、社員、仕入先、得意先、地域社会、その他の当社に関連する全ての

方々の満足と信頼を獲得することを念頭に、誠実で健全な、社会的に正しい行動をとることを基本に考えます。 

（経営ビジョン） 

「ＨＡＰＰＹ創造企業」をめざして 

 アパレルメーカーとして培った高品質・高感度なものづくりをベースに消費者が求める様々な付加価値を複合的

に提供することで「ＨＡＰＰＹ」を創造し続ける「オンリーワン企業」をめざします。 

 当社が創造する「ＨＡＰＰＹ」とは、すべてのステイクホルダーとともに歩み、それぞれの夢を実現していくこ

とと考えます。 

・お客様とともに    「品質」と「サービス」の向上による「顧客満足」 

・お取引先とともに   信頼関係の構築と「Ｗｉｎ－Ｗｉｎ」の関係 

・従業員とともに    一人ひとりが感じる「やりがい」 

３【対処すべき課題】
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・株主の皆様とともに  透明性と安定性が高い経営 

・社会とともに     地域社会への貢献と環境への配慮 

そしてこの考え方に立脚して以下の方針を「中期経営戦略」に盛り込んでおります。 

１．事業ポートフォリオの再構築による事業領域の拡大 

 販路の多角化の推進をし、バーバリー以外のビジネスの強化・拡大（次期主力事業の確立）、新たな消費者

（Ｆ１層・Ｍ１層、ファミリー層）へのアクセスを強化いたします。また、海外事業の強化をいたします。 

２．新たなビジネスモデルの運営を支える社内基盤の整備と強化 

 消費者志向の「価値創造」と「価値提供」をいたします。また、サプライチェーンの高効率化を実現いたしま

す。そのために店頭起点の組織運営の構築と組織体制・人事制度の整備をいたします。 

 当社はこのような企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョンこそが当社の企業価値及び株主共同の利益の源

泉に他ならないと考えております。 

② 基本方針の内容 

 当社は、昭和46年７月より、株式を東京証券取引所へ上場、市場に公開しております。上場会社である以上、当

社取締役会が、当社株主の皆様及び投資家の皆様による当社株式の売買を妨げることはありません。当社取締役会

といたしましては、上記①「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン」で述べた当社の企業理念、ＣＳ

Ｒ基本方針及び経営ビジョンを背景に、中長期的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上をめざし、こ

れによって当社株主の皆様に長期的かつ継続的に当社の経営方針に賛同し、当社への投資を継続していただくため

に邁進いたしますが、大規模買付者が出現した場合、当該大規模買付者が当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者として適切であるか否かの判断につきましては、 終的には当社株主の皆様の意思に委ねられるべきである

と考えております。 

 しかしながら、株式の大規模買付行為又はこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見て企業価値及び

株主共同の利益を毀損するもの、大規模買付行為又はこれに類する行為に応じることを対象会社の株主に強要して

不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主に対し大規模買付行為又はこれに類する行為の内容

や大規模買付者についての十分な情報を提供せず、取締役会や株主による買付条件等の検討や対象会社の取締役会

の代替案の提案に要する十分な時間を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を

妨げ、個々の株主の皆様の判断に委ねるべき前提を欠くものも少なくありません。 

 当社は、このように当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げるような大規模買付行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えており、このような大規模買付行為

に対しては、当社株主の皆様の事前の承認や、当社株主の皆様の意思決定に基づき、当社取締役会が、法令及び定

款によって許容される限度において当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じる

べきであると考え、これを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたしま

す。 

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて 

 当社では、上記(1) ①「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン」で述べた、当社の企業理念、ＣＳＲ

基本方針及び経営ビジョンの下、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に努めております。「中期経営戦略」に

おいては、次期主力事業への経営資源の集中投資、新規事業開発、消費者志向の新しい価値創造と価値提供を実現す

る企業への変革、サプライチェーンの高効率化の推進からなる「事業戦略」、新たなビジネスモデルに対応できる組

織体制の整備、従業員満足度の向上を目指した人事制度の整備からなる「組織・モチベーション戦略」を二つの重点

戦略としており、この「中期経営戦略」を着実に実行していくことが当社の企業価値を向上させ、ひいては株主共同

の利益の 大化に資すると考えております。 

 また、当社は、コーポレート・ガバナンス体制の充実に向けた取組みを経営上の 重要課題の一つと認識しており

ます。平成19年３月29日開催の定時株主総会より、取締役会における迅速な意思決定と業務監督機能の強化を図るた

め、取締役の人数を６名にするとともに、内１名を社外取締役といたしました。監査役につきましても常勤監査役２
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名、社外監査役３名の体制といたしました。更に、平成22年３月30日開催の定時株主総会において、６名の取締役に

加えて、あらたに２名の社外取締役を増員する議案を提出し承認され、経営体制の一層の充実・強化を図りました。

内部統制体制の整備・強化につきましては、内部統制委員会及び内部統制推進室を設置し、また監査役、内部監査室

とも連携し、会社法及び金融商品取引法への対応にとどまらず、業務改革の視点からも整備を強力に進めておりま

す。 

(3) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みについて 

 当社は、平成23年２月14日開催の取締役会において、上記(1) 「会社の支配に関する基本方針の内容について」で

述べたような会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組みの一つとして、平成20年３月28日開催の当社定時株主総会の決議に基づき導入した

当社株式の大規模買付行為に関する対応方針の内容を、平成23年３月開催の当社定時株主総会の承認を得ることを条

件に、一部改定した上で継続することを全取締役の賛成により決定しました（以下、改定後の対応方針を「本対応方

針」といいます。）。本対応方針は平成23年３月30日開催の当社定時株主総会において承認の決議を得ております。

 その具体的内容は以下のとおりです。 

 大規模買付行為に関する基本的考え方 

 もとより、当社取締役会は、あらゆる大規模買付行為に対して否定的な見解を有するものではありません。しか

し、株式の大規模買付行為の中には、必ずしも対象会社の企業価値、ひいては、株主共同の利益を確保し、向上さ

せることにはならないと思われるものも少なくありません。そのような大規模買付行為に対しては、当社として、

当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上が妨げられるような事態が生ずることのないように、上記(1)

「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べたような基本方針に基づき、予め何らかの対応方法を用意

する必要があると考えます。もっとも、当社の企業価値を毀損し、会社の利益ひいては株主共同の利益を害する大

規模買付行為以外の大規模買付行為については、それを受け入れるべきか否かの 終的な判断は、当社取締役会で

はなく当社株主の皆様に委ねられるべきものと考えております。 

 上記のように、大規模買付行為に対する 終的な判断が当社株主の皆様に委ねられるべき場合において、これに

対して当社株主の皆様が適切な判断を行うためには、当社株主の皆様に十分な情報提供がなされ、かつ、熟慮に必

要となる十分な時間が与えられる必要があります。このような観点から、本対応方針は、大規模買付者に対して、

以下に述べるような情報提供を行うこと、及び、当社株主の皆様のための熟慮に必要な時間が経過するまでは大規

模買付行為を開始しないことを求めることを基本としております。 

 なお、上記(2) 「会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて」で述べた当社の企業価値及び株

主共同の利益の確保・向上のための取組みに鑑みれば、大規模買付者からのみならず、当社取締役会からも適切な

情報提供がなされることが、当社株主の皆様が大規模買付行為の買付対価をはじめとした諸条件の妥当性等を判断

する上で、役立つものと考えられます。このような観点から、当社取締役会としては、当社株主の皆様がより適切

な判断を下せるよう、大規模買付者に対して大規模買付行為に関する情報提供を求め、かかる情報提供がなされた

後、当社取締役会においてこれを評価・検討し、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表いたします。そし

て、当社取締役会が必要と判断した場合には、当社取締役会は大規模買付者との交渉や当社株主の皆様への代替案

の提示を行うこととします。 

 当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の基本的な考え方を具体化した一定の合理的なルールに従って進めら

れることが、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資すると考え、当社株式の大規模買付行為に関す

るルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を

求めます。そして、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、当該ルールの違反
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のみをもって、一定の対抗措置を講じることができることといたします。上記の基本的な考え方に照らし、大規模

買付者が大規模買付ルールを遵守しないこと自体が、当社株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報と時間

の確保に対する脅威であり、当社株主共同の利益を損なうものと考えられるからです。また、当該ルールを予め設

定し透明性を図ることは、当該ルールを設定していない場合に比して、大規模買付者の予見可能性を確保し、当社

の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うような大規模買付行為に対してまで萎縮的効果を及ぼしこれを

制限してしまう事態を、未然に防止できることにもなると考えております。 

  なお、大規模買付ルールの詳細については、当社ホームページ(http://www.sanyo-shokai.co.jp/)に掲載してい

る平成23年２月14日付「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の一部改定及び継続につい

て」をご覧下さい。 

(4) 本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の役

員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

 本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開

示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下のとおり充足しており、高度な合理性を有していると同

時に、上記(1)「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べた基本方針に沿うものであり、当社の株主共

同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目的とするものでもありません。 

 また、本対応方針は、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」の趣旨も踏まえた内容となっております。 

① 当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が判

断するために必要な情報や時間、あるいは当該大規模買付行為に対する当社取締役会の意見や当社取締役会による

代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益の確

保・向上の目的をもって導入されるものです。 

② 株主の合理的意思に依拠したものであること 

 当社は、平成23年３月30日開催の当社定時株主総会において、本対応方針を議案としてお諮りし、承認の決議を

得ております。そのため、本対応方針の内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっております。

 さらに、取締役会の選択により株主意思の確認手続として株主総会が開催される場合には、対抗措置の発動は、

当社株主の皆様の直接の意思に依拠することになりますし、また、取締役会が独立委員会への諮問を選択した場合

も、株主総会から授権された独立委員会が対抗措置発動の要否を取締役会に勧告するものです。 

③ 独立性の高い社外者の判断の重視 

 当社は、本対応方針の運用に関し、対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、当社

株主の皆様のために客観的かつ合理的な判断に基づき、当社取締役会に対し勧告を行う諮問機関として、株主総会

から授権された独立委員会を設置します。 

 また、独立委員会の委員は３名以上６名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行

う経営陣から独立し、当社及び当社の業務執行を行う経営陣との間に特別の利害関係を有していない社外取締役、

社外監査役、弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者、投資銀行業務又は当社の業務領域に精通している者、社

外の経営者の中から、取締役会の決議により選任されます。 

④ 合理的な客観的発動要件の設定 

 本対応方針は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定さ

れており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを十分に確保しているものといえます。 
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⑤ 取締役の恣意的判断防止のための措置 

 本対応方針においては、取締役会は株主総会の意思を直接確認し、又は、株主総会から授権された独立委員会の

勧告を 大限尊重するように設定されております。このように、大規模買付ルールが遵守された場合の対抗策の発

動について、対抗措置の発動は当社株主の皆様の意思又は独立委員会の勧告に基づきなされるものであり、当社取

締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

⑥ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 本対応方針は、当社の株主総会又は株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止する

ことができるものとされておりますので、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替

させてもなお、対抗措置の発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。 
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 当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。 

 また、記載内容のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成25年３月28日）現在において当社グルー

プが判断したものであります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及

び発生した場合の対応に 大限の努力をする所存であります。 

(1）ファッション商品の特性について 

 当社グループの主力商品の大部分はファッション衣料および服飾品であります。ファッション商品の販売はその

特性上、流行に左右されやすい傾向があります。当社グループは消費者ニーズの変化に対応すべく、商品企画の更

なる刷新と市場情報収集力の強化に努めております。今後とも商品力の強化により売上拡大を図っていく方針であ

りますが、流行の急激な変化によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。 

(2）知的財産権の使用について 

 当社グループは現在数社の海外提携先と契約し、提携先所有の知的財産権を使用したブランド（ライセンスブラ

ンド）の衣料および服飾品を販売しております。現在、これらのライセンスブランドの総売上高は当社グループの

売上高の過半を占めております。当社グループといたしましては、これらの海外提携先とは密接で良好な関係を構

築し維持しており、今後とも売上拡大を図って参ります。しかしながら、契約更改時における契約更改条件等によ

っては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。 

(3）気象状況や経済状況等について 

 ファッション衣料および服飾品は、気象状況あるいは経済状況の変化の影響を受けやすく変動しやすいため、

種々の変化に対応できるよう、クイックレスポンス体制（短サイクル生産体制および期中追加企画、生産体制）等

による対応を図っております。しかしながら、冷夏暖冬などの天候不順や予測不能な気象状況あるいは経済環境の

変化等により、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。 

(4）品質管理について 

 当社グループは厳しい品質管理基準に従って各種製品を提供しておりますが、予測しえない品質トラブルや製造

物責任に係わる事故が発生した場合は、企業及びブランドイメージが損なわれ、当社グループの経営成績に影響を

およぼす可能性があります。 

(5）情報管理について 

 当社グループは直営店および百貨店等の店頭での顧客管理上、多くの個人情報を保有しております。これらの情

報の管理・取扱いについては当社ＣＳＲ推進委員会で社内ルールを決定し、管理体制を整え万全を期しておりま

す。しかしながら、情報流出や漏洩が発生した場合は、当社グループの社会的信用を低下させ、当社グループの経

営成績に影響をおよぼす可能性があります。 

 以上の他にその他の一般的なリスクとして、取引先の破綻による貸倒れ、災害、事故、法的規制および訴訟等、

様々なリスクが考えられます。 

  

４【事業等のリスク】
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(1) 当社グループは海外提携先と契約し、提携先所有の知的所有権を使用したブランド（ライセンスブランド）の 

   衣料および服飾品を販売しており、その契約の主なものは下記のとおりです。 

  

 特記事項はありません。 

  

５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 契約締結先 国名 契約内容 契約期間 

㈱三陽商会 Paul Stuart, Inc. 米国 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成22年４月１日から 

平成32年３月31日まで 

㈱三陽商会 Allegri S.r.l. イタリア 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成22年１月１日から 

平成26年12月31日まで 

㈱三陽商会 Mackintosh Limited 英国 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成24年７月１日から 

平成30年６月30日まで 

㈱三陽商会 
The Scotch House 

Limited 
英国 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成23年１月１日から 

平成25年12月31日まで 

㈱三陽商会 Burberry Limited 英国 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成12年７月１日から 

平成27年６月30日まで 

㈱三陽商会 Ferrers Designs Limited 
アイルラ

ンド 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成24年７月１日から 

平成24年12月31日まで 

㈱三陽商会 
Pringle of Scotland 

Limited 
英国 

１ 商標使用権の許諾 

２ 技術情報の提供 

３ 製造権および販売権の許諾 

平成24年７月４日から 

平成27年12月31日まで 

６【研究開発活動】
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(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

 資産につきましては、投資有価証券が14億１千９百万円増加しましたが、繰延税金資産が21億５千８百万円、

商品及び製品が７億７千４百万円、それぞれ減少したこと等により前連結会計年度に比し16億８千７百万円減少

し、971億２百万円となりました。 

② 負債 

 負債に関しましては、未払法人税等が４億５千９百万円、未払消費税等が３億９百万円、それぞれ増加しまし

たが、借入金が50億２千８百万円減少したこと等により前連結会計年度に比し40億４千万円減少し、488億７千

万円となりました。 

③ 純資産 

 純資産は、利益剰余金が11億３千８百万円、その他有価証券評価差額金が11億５千万円、それぞれ増加したこ

と等により前連結会計年度に比し23億５千２百万円増加し482億３千１百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率が49.7％となりました。 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

 当連結会計年度における業績に関する概要につきましては、１ 業績等の概要 (1）「業績」に記載のとおり

であります。 

② 売上高 

 売上高は、㈱三陽商会が増収となったため、前連結会計年度に比べ30億１千６百万円増加の1,076億３千万円

となりました。 

③ 売上総利益 

 売上総利益につきましては、利益率が前連結会計年度に比し0.7ポイント改善し、また売上高の増加により、

前連結会計年度に比べ21億６千５百万円増加の517億９千３百万円となりました。 

④ 営業利益 

 営業利益に関しましては、販売費及び一般管理費を前連結会計年度に比し16億５百万円削減し、売上総利益が

上記のとおり21億６千５百万円増加したことにより、前連結会計年度に比べ37億７千万円増加の58億５千５百万

円の営業利益となりました。 

⑤ 経常利益 

 経常利益は、上記営業利益の増加に加え、持分法による投資損失を１億８千４百万円に抑えたこと等により、

前連結会計年度に比べ42億８千万円増加の59億３千３百万円となりました。 

⑥ 税金等調整前当期純損益 

 税金等調整前当期純損益は、本社移転費用12億６千８百万円等、特別損失を15億４千３百万円計上したこと等

により、経常利益を15億３百万円下回り、税金等調整前当期純利益は44億３千万円（前年同期は２億５百万円の

税金等調整前当期純損失）となりました。 

⑦ 当期純損益 

 当期純損益は、法人税、住民税及び事業税を５億７百万円、法人税等調整額を17億７千８百万円計上したこと

により、21億４千４百万円の当期純利益（前年同期は11億８千１百万円の当期純損失）となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 ４ 事業等のリスクに記載のとおりであります。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度における資本の財源及び資本の流動性につきましては、１ 業績等の概要 (2）「キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。 

(6）経営者の問題意識と今後の方針について 

 ３ 対処すべき課題に記載のとおり、経営全般にわたる一層の効率化を追求し、業績の向上を図るべく全社一丸

となって専心努力いたします。  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 設備投資につきましては、営業体制の強化及び販売網の拡充を図るため必要な設備投資を実施しております。当連

結会計年度における設備投資は、本社移転に伴う耐震、内装工事や店舗内装工事等で、総額15億７千２百万円となり

ました。 

 なお、当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントでありますので、セグメント

情報の記載はしておりません。 

  

(1）提出会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は「機械装置及び運搬具」、「器具及び備品」及び「リース資産」であります。

２ 建物の全部を連結会社以外より賃借しております。 

３ 土地及び建物の一部を連結会社以外に賃貸しております。 

４ 連結子会社であるサンヨーアパレル㈱に土地（5,608㎡）及び建物の一部を賃貸しております。 

５ 従業員数には臨時従業員を含めておりません。 

  

(2）国内子会社 

 （注） 土地及び建物の全部を連結会社以外に賃貸しております。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

  平成24年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

本社 

(東京都新宿区) 
事務所  777

 2,014

(2,180)
 776  3,568  585

九段ビル 

(東京都千代田区)    (注)２ 
事務所  115

 

( )

－

－
 50  166  662

青山ビル 

(東京都港区)       
事務所  427

 2,610

(1,506)
 527  3,565  72

大阪支店 

(大阪市中央区)     (注)２ 
事務所  10

 

( )

－

－
 5  15  131

名古屋支店 

(名古屋市中区)     (注)２ 
事務所  13

 

( )

－

－
 9  22  69

福岡支店 

(福岡市博多区)     (注)２ 
事務所  7

 

( )

－

－
 7  15  67

札幌支店 

(札幌市中央区)     (注)２ 
事務所  4

 

( )

－

－
 4  9  46

旧潮見商品センター及び事務所等 

(東京都江東区)   (注)３、４ 
賃貸用不動産  2,919

 8,557

(29,616)
 1  11,478  －

バーバリー銀座店 

(東京都中央区) 
直営店舗  1,451

 2,729

(371)
 22  4,204  13

  平成24年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

サンヨーゼネラル 

サービス㈱ 

賃貸駐車場他 

(東京都新宿区) 

賃貸用 

不動産 
205

 2,023

(2,342)
 －  2,229  1
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(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。  

  

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 （注） 自己株式の消却による減少であります。 

  

 （注）１ 自己株式 株は、「個人その他」に 単元、「単元未満株式の状況」に 株含まれております。 

２ 「その他の法人」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  400,000,000

計  400,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成24年12月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成25年３月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  126,229,345  126,229,345
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数 1,000株 

計  126,229,345  126,229,345 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
  

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成21年２月20日  △10,000,000  126,229,345  ―  15,002  ― 3,800

（６）【所有者別状況】

  平成24年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
 ―  43  35  166  97  18  20,583  20,942 ― 

所有株式数 

(単元) 
 ―  38,040  1,319  30,072  6,882  35  49,098  125,446  783,345

所有株式数 

の割合(％) 
 ―  30.32  1.05  23.97  5.49  0.03  39.14  100.00 ― 

488,314 488 314
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 （注）１ 三井住友信託銀行㈱から平成24年９月14日付で大量保有報告書の写しの送付を受けておりますが、当社とし

て当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため上記大株主の状況には反映しておりませ

ん。 

なお、三井住友信託銀行㈱の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。   

  

    ２ ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成24年12月24日付で大量保有報告書の写しの送付を受けてお

りますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないため上記大株主の状況に

は反映しておりません。 

なお、㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。   

  

（７）【大株主の状況】

  平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・三井

物産株式会社退職給付信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11  7,578  6.00

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11  5,786  4.58

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１  4,469  3.54

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）  
東京都港区浜松町２－11－３  4,318  3.42

株式会社三越伊勢丹 東京都新宿区新宿３－14－１  4,163  3.30

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１  3,606  2.86

株式会社サンウェルネス 東京都港区南青山１－24－３  3,154  2.50

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１  3,000  2.38

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１  2,704  2.14

株式会社良品計画 東京都豊島区東池袋４－26－３  2,500  1.98

計 ―  41,280  32.70

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１  6,410  5.08

三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社 
東京都港区芝３－33－１  184  0.15

日興アセットマネジメント株式会

社 
東京都港区赤坂９－７－１  1,177  0.93

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１  3,606  2.86

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５  4,106  3.25

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５  272  0.22
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①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式 株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（８）【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  488,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  124,958,000  124,958 ― 

単元未満株式 普通株式  783,345 ― ― 

発行済株式総数  126,229,345 ― ― 

総株主の議決権 ―  124,958 ― 

314

  平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱三陽商会 東京都新宿区本塩町14 488,000 ―  488,000  0.39

計 ― 488,000 ―  488,000  0.39

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請

求による株式数は含めておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）１ 当期間における「その他」には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請

求による株式数は含めておりません。 

２ 当期間における保有自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

請求及び買増請求による株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式  9,126  2,027

当期間における取得自己株式  703  169

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（千円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（千円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  ―  ―  ―  ―

消却の処分を行った取得自己株式  ―  ―  ―  ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
 ―  ―  ―  ―

その他     

（単元未満株式の買増請求による売却）  800  382  ―  ―

保有自己株式数  488,314  ―  489,017  ―
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 当社は、創業以来一貫して、アパレルの原点である品質を重視した商品づくりと消費者満足を基本に、業績向上を

目指すとともに、株主の皆様に対し、継続的な安定配当に努めてまいりました。 

 この方針のもと、平成元年以来18期連続して１株当たり年12円の配当を実施しており、平成19年から平成21年に関

しましては１株当たり年15円の配当を、平成22年には１株当たり年12円の配当を、また前期（平成23年12月期）には

１株当たり年８円の配当を実施しております。 

 当期の配当金につきましては、１株当たり年８円の配当とすることに株主総会決議により決定しました。 

 内部留保資金の使途につきましては、財務体質の強化及び新規ブランドの開発や情報システムの整備など企業価値

の拡大のため積極的に投入していくこととしております。 

 なお、当社の定款は、取締役会決議により中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、現状当社は、基本

的に期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 また、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。 

 （注） 当事業年度にした剰余金の配当 

株主総会決議日    平成24年３月29日 

配当金の総額     1,005,994,856円 

１株当たりの配当額  ８円 

当事業年度を基準日とする剰余金の配当 

株主総会決議日    平成25年３月28日 

配当金の総額     1,005,928,248円 

１株当たりの配当額  ８円 

  

（１）【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

（２）【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 

高（円）  656  369  362  328  279

低（円）  346  271  271  167  172

月別 平成24年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

高（円）  269  262  245  244  244  249

低（円）  224  239  230  228  225  229
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

代表取締役 

社長 

兼社長執行 
役員 

事業本部長 杉浦 昌彦 昭和29年１月６日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 36

平成10年７月 当社紳士服事業部ポールスチュアー

ト部部長兼スポーツブランド部部長 

平成12年９月 当社執行役員紳士服営業統括部長 

平成14年１月 当社執行役員事業本部副本部長 
（紳士服管掌） 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

副本部長（紳士服管掌） 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

第一事業部長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

バーバリー事業部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼常務執行役員事業

本部バーバリー事業部長 

平成18年１月 当社専務取締役兼専務執行役員事業

本部長 

平成19年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

兼事業本部長（現任） 

代表取締役 

副社長 

兼副社長 

執行役員 

経営統轄 

本部長 

兼事業本部 

副本部長 

小山 文敬 昭和26年９月22日生

昭和50年４月 三井物産㈱入社 

(注)３ 20

平成14年４月 同社人事部人事企画室長 

平成17年３月 当社入社 顧問 

平成17年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本部

バーバリー事業部副事業部長兼バー

バリー事業統轄室長 

平成18年１月 当社常務取締役兼常務執行役員事業

副本部長兼バーバリー事業統轄室管

掌兼経営統轄本部管掌 

平成19年３月 当社代表取締役副社長兼副社長執行

役員経営統轄本部長兼事業本部副本

部長（現任） 

取締役 

兼常務執行 

役員 

人事総務 
本部長 

兼事業本部

企画商品統

括事業部長 

佐久間 睦 昭和28年９月25日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 14

平成13年７月 当社婦人服第五営業部部長 

平成14年７月 当社名古屋支店婦人服営業部部長 

平成16年２月 当社事業本部第三事業部ポールスチ

ュアートDIV長兼スコッチハウスDIV

長 

平成17年２月 当社事業本部バーバリー事業部長補

佐 

平成18年１月 当社執行役員事業本部バーバリー事

業部長 

平成19年３月 当社常務執行役員事業本部バーバリ

ー事業部長 

平成21年１月 当社常務執行役員人事総務本部長補

佐 

平成21年３月

  

平成25年１月

当社取締役兼常務執行役員人事総務

本部長 

当社取締役兼常務執行役員人事総務

本部長兼事業本部企画商品統括事業

部長（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役 

兼常務執行 
役員 

経理財務 

本部長 
松浦 薫 昭和29年２月10日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)３ 2

平成13年７月 当社婦人服営業部営業業務室室長 

平成15年７月 当社婦人服営業部営業推進室室長兼

セールススタッフ運営室室長 

平成16年２月 当社事業本部業務統括室長補佐 

平成17年２月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長 

平成20年１月 当社執行役員経理財務本部長補佐 

平成21年１月 当社常務執行役員経理財務本部長補

佐 

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員経理財務

本部長（現任） 

取締役 

兼執行役員 

経営統轄本

部経営企画

室長兼コン

プライアン

ス室長 

岩田 功 昭和34年３月14日生

昭和57年４月 当社入社 

(注)３ 2

平成15年７月 当社事業統轄本部経営企画室担当部

長 
平成17年１月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長 

平成17年２月 当社事業本部業務統括室長 

平成20年１月 当社経営統轄本部経営企画室長兼コ

ンプライアンス室長兼ウェブビジネ

ス推進室長 
平成21年１月 当社執行役員経営統轄本部経営企画

室長兼コンプライアンス室長兼ウェ

ブビジネス推進室長 

平成22年１月 当社執行役員経営統轄本部経営企画

室長兼コンプライアンス室長 

平成25年３月 当社取締役兼執行役員経営統轄本部

経営企画室長兼コンプライアンス室

長（現任） 

取締役 ― 住田 邦生 昭和29年11月28日生

昭和52年４月 司法研修所入所 

(注)３ ―

昭和54年４月 東京地方検察庁検事 

平成11年４月 弁護士登録、第一東京弁護士会入会 

平成12年４月 西村総合法律事務所（現西村あさひ

法律事務所）入所 

平成19年３月 当社取締役（現任） 

平成23年７月 西村あさひ法律事務所退所 

平成23年８月 エビス法律事務所開設（現任） 

取締役 ― 秦 郷次郎 昭和12年６月25日生

昭和39年７月 ピート・マーウィック・ミッチェル 

ニューヨーク事務所入所 

(注)３ ―

昭和53年３月 ルイ・ヴィトン アジア太平洋地域

代表 

昭和56年９月 ルイ・ヴィトンジャパン㈱代表取締

役社長 

平成13年７月 ＬＶＭＨファッショングループジャ

パン㈱代表取締役社長 

平成15年２月 ＬＶＪグループ㈱代表取締役社長 

平成18年６月 秦ブランドコンサルティング㈱代表

取締役（現任） 

平成22年３月 当社取締役（現任） 

取締役 ― 松田 清人 昭和27年９月６日生

昭和50年４月 ㈱日本興業銀行入行 

(注)３ ―

平成14年４月 ㈱みずほコーポレート銀行執行役員 

平成16年４月 同行常務執行役員 

平成19年４月 みずほ証券㈱取締役副社長 

平成20年４月 ユニゾン・キャピタル㈱ パートナ

ー（現任） 

平成22年３月 当社取締役（現任） 
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 （注）１ 取締役住田邦生、秦郷次郎および松田清人は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役中島祐二、鈴木正隆および和田孝夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時まで 

４ 平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年12月期に係る定時株主総会終結の時まで 

５ 平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時まで 

６ 平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会終結の時まで 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

監査役 

(常勤) 
― 中村 幹男 昭和29年８月23日生

昭和52年４月 当社入社 

(注)５ ―

平成15年７月 当社紳士服企画部企画業務室室長 

平成16年２月 当社第一事業部バーバリー事業統轄

室部長 

平成18年１月 当社バーバリー事業部業務室長 

平成23年７月

平成24年３月

当社内部監査室長 

当社常勤監査役（現任） 

監査役 
(常勤) 

― 新名 宏行 昭和26年10月23日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)６ 2

平成９年７月 当社婦人服第四事業部バーバリー企

画部部長 

平成12年９月 当社執行役員婦人服第三、第四企画

部担当企画統括部長 

平成16年２月 当社執行役員事業本部宣伝室長兼第

三事業部長補佐 

平成17年７月 当社執行役員事業本部生産戦略事業

部長兼布帛DIV長 

平成21年１月 当社常務執行役員事業本部生産戦略

事業部長 

平成25年１月 当社人事部付顧問 

平成25年３月 当社常勤監査役（現任） 

監査役 ― 中島 祐二 昭和22年７月13日生

昭和45年４月 監査法人朝日会計社（現 有限責任

あずさ監査法人）入社 

(注)５ ―

昭和60年４月 同監査法人社員就任 

平成８年９月 同監査法人代表社員就任 

平成19年６月 同監査法人退社 

平成19年７月 中島公認会計士事務所開設（現任） 

平成20年３月 当社監査役（現任） 

平成24年６月 ㈱コロナ社外監査役（現任） 

監査役 ― 鈴木 正隆 昭和19年４月２日生

昭和43年４月 三井物産㈱入社 

(注)６ 2

平成11年６月 同社取締役繊維本部長 

平成17年４月 同社代表取締役副社長執行役員 

平成18年６月 グンゼ㈱社外取締役 

平成19年６月 三井物産㈱顧問 

平成21年３月 当社監査役（現任） 

監査役 ― 和田 孝夫 昭和22年１月１日生

昭和44年４月 ㈱三菱銀行入行 

(注)４ ―

平成９年６月 ㈱東京三菱銀行取締役 

平成12年６月 同行常勤監査役 

平成15年６月 ダイヤモンドキャピタル㈱取締役社

長 

平成17年10月 同社取締役会長 

平成19年６月 三菱マテリアル㈱常勤監査役 

平成23年３月 当社監査役（現任） 

        計     79
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 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、業績向上を目指し、企業価値を拡大することにより、株主に対して利益を還元していくことと同時に社

会的責任を果すことを基本とし、これらを実現するため経営の効率化、迅速化また透明性の向上に努めておりま

す。 

  

① 企業統治の体制 

・当社は監査役設置会社であります。  

・業務執行・経営の監視の仕組み 

 当社の取締役会は平成25年３月28日現在、８名の取締役で構成されております。この８名のうち、経営体制

の一層の強化と監督機能の充実のため、社外取締役を３名選任しております。また、社外監査役３名を含む監

査役５名が出席しております。取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重

要事項を決定するとともに、コンプライアンスの徹底を図り、業務の執行状況を監督する機関として位置付け

られております。 

 会社に大きな影響を及ぼす重要事項につきましては多面的な検討と意思決定のため、取締役（社外取締役を

除く）および取締役会が任命する者で構成される「経営会議」を設置しております。 

 また、執行役員制度を導入し、経営の戦略的意思決定機能及び業務執行監督機能と業務執行機能とを分離

し、迅速な意思決定と業務執行が可能な経営を行っております。 

 上記の取締役会、経営会議、及び執行役員会はそれぞれ原則毎月開催しております。  

・各種委員会等の概要 

 コーポレート・ガバナンス並びにコンプライアンス経営の強化をはかる目的でＣＳＲ推進委員会、コンプラ

イアンス室、社内通報制度（三陽アラーム制度）等を設置し活動を行っており、また平成17年４月から施行さ

れた「個人情報保護法」への対応と必要な社内体制整備を行っております。  

 さらに内部統制体制の強化・充実を目的に内部統制委員会、内部統制推進室を設置し、体制の整備、その有

効な運用の推進に努めております。 

 また、損失の危険が発生した場合は、危機管理規程に則り、危機管理委員会がその種類に応じて対応してお

ります。 

・当該企業統治の体制を採用する理由 

 当社は、経営の健全性、透明性、効率性を確保するため、監査役設置会社形態を基礎として、独立性のある

社外取締役・社外監査役の選任による経営監督機能の強化や、執行役員制度の導入等による意思決定や業務執

行の迅速化・効率化を図り、実効性のある企業統治体制を構築しております。 

・内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社では、これまでも「三陽商会 企業理念」の中のＣＳＲ基本方針、就業規則、各種の規程・ルールに基

づき、適正・適切な業務執行に努めて参りましたが、従来に増してこれらがより確実に執行される内部統制体

制の整備を目指し、経営会議直轄の「内部統制委員会」を平成18年に設置致しました。また、内部統制整備を

推進する組織として「内部統制推進室」を平成19年１月に設置致しました。この「内部統制委員会」と「内部

統制推進室」を中心に、現状の業務内容・業務フロー及び業務に深く関わるＩＴシステム等についてのリスク

を再度詳細に分析・評価した上で、業務改革・改善を実行し、体制の整備、その有効な運用の推進に努めてお

ります。 

 また、社長直轄の「内部監査室」を設置し、内部統制体制の整備・運用状況の監視を行っております。 

 これらにより、株式公開企業である当社にとって必要不可欠な条件である「財務報告の信頼性」を経営者の

責任において確保することが可能になると考え、株主をはじめとするステークホルダーの方々、さらには社会

に対する責任を今後とも果たして参ります。  

 また、リスク管理体制の整備状況については、複数の顧問弁護士及び税理士と顧問契約を結んで法務上の問

題にあたっております。また社内にあっては、全社ＣＳＲ・コンプライアンスに関する管理運営規程体系の中

に危機管理規程を設け内在するリスクに対処しております。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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 当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の模式図は下記のとおりです。 

  

  

なお、当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外取締役および各社外監査役との間で、法令の定める

限度まで、社外取締役および社外監査役の責任を限定する契約を締結しております。 
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② 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は、平成17年度に人員の拡充とともに社長直轄の内部監査室として再編し、平成25年３月28日現在

５名で構成され、内部監査体制を整備しております。 

 監査役会は監査役５名で構成され、うち社外監査役は３名であります。また、社外監査役のうち１名は公認

会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役会は原則毎月開催され、

監査の方針、業務の分担等の決定をしております。 

 監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業状況の報告を受け、重要な決裁書

類の閲覧等を行い、業務執行を監査する体制をとっております。 

 内部監査室、監査役及び会計監査人のそれぞれの間で定期的に情報交換を行い連携強化に努めております。

  

③ 社外取締役および社外監査役 

 当社の社外取締役は３名、社外監査役は３名であります。 

 取締役住田邦生氏は弁護士としての専門的見地及び豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、コ

ーポレート・ガバナンスの観点から、社外から見た客観性や豊富な知識・経験に基づいた意見具申を期待して

おります。また同氏は当社と顧問契約を締結する法律事務所の出身者でありますが、本人は在所時に当社担当

の顧問弁護士ではなく、当社の依頼案件には関与しておりません。また、同氏は現在エビス法律事務所を開設

しておりますが、当社との取引関係その他利害関係はございません。 

 取締役秦郷次郎氏は企業経営者としてファッションビジネスにおける豊富な経験と実績、幅広い知識と見識

を有しております。同氏は秦ブランドコンサルティング㈱の代表取締役でありますが、同社と当社に取引関係

その他利害関係はございません。 

 取締役松田清人氏は企業経営者として金融全般における豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており

ます。同氏は過去において㈱みずほコーポレート銀行の業務執行者であり、当社は同社との間に現在資金の借

入関係がありますが、同社との取引は定型的であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼすものではないと認識

しております。また同氏は現在ユニゾン・キャピタル㈱のパートナーでございますが、同社と当社に取引関係

その他利害関係はございません。 

 監査役中島祐二氏は公認会計士としての専門的見地及び豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており

ます。同氏は当社の会計監査人である監査法人の出身でありますが、当社監査役就任時には同法人を退職して

おり、その独立性に影響はなく東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお

ります。尚、同氏は現在㈱コロナの社外監査役を兼務しておりますが、同社と当社に取引関係その他利害関係

はございません。 

 監査役鈴木正隆氏は企業経営者としての豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、当社の関連事

業に造詣が深く、豊富な知識と経験に基づき公正な立場から業務執行の監督を期待しております。また、同氏

は過去において、当社の主要な仕入先である三井物産㈱の取締役でありましたが、同社との取引は定型的であ

り、社外監査役の独立性に影響を及ぼすものではないと認識しております。 

 監査役和田孝夫氏は企業経営者として豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しております。同氏は過去

において、当社の主要取引銀行である㈱東京三菱銀行(当時)の取締役でありましたが、退任後10年以上経過し

ており、社外監査役の独立性に影響を及ぼすものではないと認識しております。 

 当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはありませんが、専

門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督または監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と利益相反

が生ずるおそれがないことを基本的な考え方として選任しております。  

 社外取締役及び社外監査役は、経営体制の一層の強化と経営監督機能の充実のため、様々な分野に関する豊

富な経験と実績、幅広い知識と見識を有する者及び独立性を確保し得る者から選任しております。  

 社外取締役は、内部監査、コンプライアンス、内部統制の経過、監査役監査及び会計監査の結果について取

締役会で報告を受けております。また、社外監査役は取締役会に出席するとともに、主に監査役会で、各四半

期決算ごとに会計監査人から、監査・レビューの結果報告を受けているほか、定期的に内部監査部門から監査

の実施状況の説明を受けることとしており、これらの情報交換を通して連携強化に努めております。 
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④ 役員報酬等 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

 該当事項はありません。 

  

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

 当社は役員の報酬等については、株主総会の決議により取締役及び監査役のそれぞれの報酬総額の 高額を

定めております。各役員の報酬額はその役位等にもとづき取締役会及び監査役の協議により決定しておりま

す。 

  

⑤ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 銘柄数            48銘柄 

 貸借対照表計上額の合計額   12,157百万円 

  

役員区分 
報酬等の総額 

（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 

役員の員数 

（名） 基本報酬 賞与 

取締役（社外取締役を除く。）  234  234 ―  5

監査役（社外監査役を除く。）  36  36 ―  3

社外役員  48  48 ―  6
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ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額 

 及び保有目的 

前事業年度 

特定投資株式 

  

みなし保有株式 

 該当事項はありません。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
保有目的 

㈱三越伊勢丹ホールディングス  3,108,647  2,508 取引先との関係強化 

三井物産㈱  1,603,000  1,918 取引先との関係強化 

三菱商事㈱  700,000  1,088 取引先との関係強化 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
 2,526,000  826 取引先との関係強化 

㈱丸井グループ  1,311,200  786 取引先との関係強化 

㈱良品計画  186,000  698 事業上の関係強化 

㈱ワコールホールディングス  500,000  511 事業上の関係強化 

㈱松屋  953,700  416 取引先との関係強化 

㈱髙島屋  716,000  398 取引先との関係強化 

東レ㈱  500,000  275 取引先との関係強化 

Ｊ．フロント リテイリング㈱  670,000  249 取引先との関係強化 

旭化成㈱  336,991  156 取引先との関係強化 

倉敷紡績㈱  606,000  88 取引先との関係強化 

三井住友トラスト・ホールディングス

㈱ 
 317,603  71 取引先との関係強化 

㈱みずほフィナンシャルグループ  637,860  66 取引先との関係強化 

蝶理㈱  460,100  39 取引先との関係強化 

東洋紡績㈱  200,000  20 取引先との関係強化 

㈱東京都民銀行  21,796  20 事業上の関係強化 

エイチ・ツー・オー リテイリング㈱  24,320  14 取引先との関係強化 

㈱大和証券グループ本社  38,000  9 取引先との関係強化 

㈱さいか屋  263,338  7 取引先との関係強化 

東海東京フィナンシャル・ホールディ

ングス㈱ 
 36,759  7 事業上の関係強化 

第一生命保険㈱  83  6 取引先との関係強化 

㈱パルコ  7,320  4 取引先との関係強化 

豊田通商㈱  2,460  3 取引先との関係強化 

宝印刷㈱  4,831  2 事業上の関係強化 

㈱大和  43,200  2 取引先との関係強化 

㈱井筒屋  47,544  1 取引先との関係強化 

㈱ＴＳＩホールディングス  3,034  1 事業上の関係強化 

㈱丸榮  11,000  0 取引先との関係強化 
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当事業年度  

特定投資株式 

  

みなし保有株式 

 該当事項はありません。  

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
保有目的 

㈱三越伊勢丹ホールディングス  3,108,647  2,617 取引先との関係強化 

三井物産㈱  1,603,000  2,056 取引先との関係強化 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
 2,526,000  1,164 取引先との関係強化 

三菱商事㈱  700,000  1,152 取引先との関係強化 

㈱丸井グループ  1,311,200  900 取引先との関係強化 

㈱良品計画  186,000  897 事業上の関係強化 

㈱松屋  953,700  836 取引先との関係強化 

㈱ワコールホールディングス  500,000  448 事業上の関係強化 

㈱髙島屋  716,000  438 取引先との関係強化 

Ｊ．フロント リテイリング㈱  670,000  319 取引先との関係強化 

東レ㈱  500,000  263 取引先との関係強化 

旭化成㈱  336,991  170 取引先との関係強化 

㈱みずほフィナンシャルグループ  637,860  100 取引先との関係強化 

三井住友トラスト・ホールディングス

㈱ 
 317,603  95 取引先との関係強化 

倉敷紡績㈱  606,000  89 取引先との関係強化 

蝶理㈱  46,010  42 取引先との関係強化 

東洋紡績㈱  200,000  24 取引先との関係強化 

エイチ・ツー・オー リテイリング㈱  24,320  19 取引先との関係強化 

㈱大和証券グループ本社  38,000  18 取引先との関係強化 

㈱東京都民銀行  21,796  17 事業上の関係強化 

㈱さいか屋  263,338  16 取引先との関係強化 

東海東京フィナンシャル・ホールディ

ングス㈱ 
 36,759  14 事業上の関係強化 

第一生命保険㈱  83  9 取引先との関係強化 

豊田通商㈱  2,460  5 取引先との関係強化 

㈱大和  43,200  3 取引先との関係強化 

㈱井筒屋  47,544  2 取引先との関係強化 

宝印刷㈱  4,831  2 事業上の関係強化 

㈱ＴＳＩホールディングス  3,034  1 事業上の関係強化 

㈱タカキュー  4,119  1 取引先との関係強化 

㈱丸榮  11,000  1 取引先との関係強化 
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ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 

 該当事項はありません。 

  

⑥ 会計監査の状況 

・業務を執行した公認会計士の氏名等 

所属監査法人…有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 業務執行社員…櫻井紀彰 

指定有限責任社員 業務執行社員…友野浩司 

指定有限責任社員 業務執行社員…川端美穂 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士：10名 その他：９名 

  

⑦ 取締役の定数 

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。 

  

⑧ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議については、累積投票によ

らないものとする旨を定款に定めております。 

  

⑨ 取締役会にて決議することができる株主総会決議事項 

イ．自己の株式の取得 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議により、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするためであります。 

  

ロ．中間配当 

 当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議により剰余金の配当（中間配当）を行うこと

ができる旨を定款に定めております。これは株主へ機動的な利益還元を行うことを可能とするためでありま

す。 

  

⑩ 取締役および監査役の責任免除 

 当社は、会社法第426条第１項に基づき、取締役会の決議をもって、取締役（取締役であった者を含む。）お

よび監査役（監査役であった者を含む。）の当会社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除すること

ができる旨を定款で定めております。これは、取締役および監査役が職務の遂行にあたり期待された役割を十分

に発揮できることを目的とするものであります。 

  

⑪ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

  
（前連結会計年度） 
 当社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している㈱ＫＰＭＧ ＢＰＡに対して、事業アドバ
イス等の非監査業務に対する報酬37百万円を支払っております。 

  

（当連結会計年度） 

 当社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している㈱ＫＰＭＧ ＢＰＡに対して、事業アドバ
イス等の非監査業務に対する報酬37百万円を支払っております。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

  

（前連結会計年度）  

 商標使用料に関する合意された手続業務を委託しております。 

  

（当連結会計年度） 

 商標使用料に関する合意された手続業務を委託しております。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 監査日数や当社の規模、業務内容等を勘案し、監査法人の見積もりに基づき、監査役会の同意を得て監査報酬
を決定しております。 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  58  3  58  7

連結子会社 ― ― ― ― 

計  58  3  58  7
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年１月１日から平成24年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）の財務諸表について有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するため特段の取組みを行なっております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、各種研修等への参加等を行っております。  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,731 8,984

受取手形及び売掛金 ※4  13,980 ※4  13,840

商品及び製品 22,869 22,094

仕掛品 0 －

原材料及び貯蔵品 347 216

繰延税金資産 2,763 1,808

その他 1,091 755

貸倒引当金 △78 △54

流動資産合計 49,706 47,646

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 23,965 23,496

減価償却累計額 △17,113 △16,255

建物及び構築物（純額） 6,852 7,241

土地 ※1  18,996 ※1  18,996

リース資産 369 501

減価償却累計額 △230 △304

リース資産（純額） 138 196

建設仮勘定 55 14

その他 2,496 2,461

減価償却累計額 △1,018 △952

その他（純額） 1,477 1,509

有形固定資産合計 27,520 27,957

無形固定資産   

商標権 1,171 1,095

その他 899 1,119

無形固定資産合計 2,071 2,215

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  10,848 ※2  12,268

繰延税金資産 2,196 992

敷金及び保証金 5,848 5,471

その他 726 660

貸倒引当金 △128 △110

投資その他の資産合計 19,491 19,282

固定資産合計 49,083 49,455

資産合計 98,790 97,102
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,984 15,715

短期借入金 16,528 10,532

リース債務 66 104

未払消費税等 253 563

未払法人税等 128 587

賞与引当金 557 536

返品調整引当金 610 610

その他 3,989 4,259

流動負債合計 38,117 32,908

固定負債   

長期借入金 10,176 11,144

リース債務 88 148

長期未払金 ※3  797 ※3  511

再評価に係る繰延税金負債 ※1  1,722 ※1  1,722

退職給付引当金 1,744 2,086

その他 264 348

固定負債合計 14,793 15,961

負債合計 52,911 48,870

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金 10,061 10,061

利益剰余金 20,085 21,224

自己株式 △231 △233

株主資本合計 44,917 46,054

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 629 1,779

土地再評価差額金 ※1  405 ※1  405

為替換算調整勘定 △74 △8

その他の包括利益累計額合計 961 2,177

純資産合計 45,879 48,231

負債純資産合計 98,790 97,102
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

売上高 104,614 107,630

売上原価 ※1  54,986 ※1  55,837

売上総利益 49,628 51,793

販売費及び一般管理費 ※2  47,544 ※2  45,938

営業利益 2,084 5,855

営業外収益   

受取利息 18 19

受取配当金 276 274

受取保険金 0 0

受取賃貸料 720 696

その他 68 89

営業外収益合計 1,084 1,081

営業外費用   

支払利息 314 277

賃貸費用 527 430

持分法による投資損失 617 184

為替差損 35 －

その他 20 111

営業外費用合計 1,515 1,003

経常利益 1,652 5,933

特別利益   

投資有価証券売却益 － 40

特別利益合計 － 40

特別損失   

固定資産除却損 ※3  30 ※3  149

本社移転費用 － ※4  1,268

ゴルフ会員権評価損 123 －

減損損失 ※5  1,240 ※5  125

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 295 －

災害による損失 ※6  168 －

特別損失合計 1,858 1,543

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△205 4,430

法人税、住民税及び事業税 70 507

法人税等調整額 906 1,778

法人税等合計 977 2,285

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,182 2,144

少数株主損失（△） △0 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,181 2,144
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【連結包括利益計算書】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,182 2,144

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,174 1,150

土地再評価差額金 243 －

為替換算調整勘定 9 65

その他の包括利益合計 △921 ※  1,215

包括利益 △2,103 3,360

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △2,103 3,360

少数株主に係る包括利益 △0 －
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 15,002 15,002

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,002 15,002

資本剰余金   

当期首残高 10,061 10,061

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 10,061 10,061

利益剰余金   

当期首残高 22,776 20,085

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △1,181 2,144

当期変動額合計 △2,690 1,138

当期末残高 20,085 21,224

自己株式   

当期首残高 △230 △231

当期変動額   

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 △231 △233

株主資本合計   

当期首残高 47,609 44,917

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △1,181 2,144

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △2,692 1,136

当期末残高 44,917 46,054
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,804 629

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,174 1,150

当期変動額合計 △1,174 1,150

当期末残高 629 1,779

土地再評価差額金   

当期首残高 162 405

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 243 －

当期変動額合計 243 －

当期末残高 405 405

為替換算調整勘定   

当期首残高 △84 △74

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 65

当期変動額合計 9 65

当期末残高 △74 △8

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 1,882 961

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △921 1,215

当期変動額合計 △921 1,215

当期末残高 961 2,177

少数株主持分   

当期首残高 3 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 －

当期変動額合計 △3 －

当期末残高 － －
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

純資産合計   

当期首残高 49,495 45,879

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △1,181 2,144

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △924 1,215

当期変動額合計 △3,616 2,352

当期末残高 45,879 48,231
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△205 4,430

減価償却費 1,153 1,082

減損損失 1,240 125

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △42

返品調整引当金の増減額（△は減少） △180 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △39 △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） 443 341

受取利息及び受取配当金 △295 △294

支払利息 314 277

持分法による投資損益（△は益） 617 184

固定資産除却損 30 149

投資有価証券売却損益（△は益） － △40

ゴルフ会員権評価損 123 －

本社移転費用 － 1,268

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 295 －

災害損失 168 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,694 158

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,754 906

その他の流動資産の増減額（△は増加） 197 335

仕入債務の増減額（△は減少） △565 △269

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,155 427

その他 14 △152

小計 2,089 8,866

利息及び配当金の受取額 295 294

利息の支払額 △319 △284

法人税等の支払額 △113 △65

法人税等の還付額 34 1

移転費用の支払額 － △1,108

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,985 7,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △276

定期預金の払戻による収入 － 94

有形固定資産の取得による支出 △506 △1,441

投資有価証券の売却による収入 － 42

関係会社株式の取得による支出 △94 －

無形固定資産の取得による支出 △1,228 △273

貸付けによる支出 △367 △99

貸付金の回収による収入 42 69

長期前払費用の取得による支出 △1 △4

敷金及び保証金の差入による支出 △531 △139

敷金及び保証金の回収による収入 340 449

その他 △18 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,365 △1,576
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,000 △6,000

長期借入れによる収入 － 5,000

長期借入金の返済による支出 △2,028 △4,028

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △2

配当金の支払額 △1,509 △1,005

リース債務の返済による支出 △106 △84

財務活動によるキャッシュ・フロー 355 △6,120

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 64

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14 71

現金及び現金同等物の期首残高 8,745 8,731

現金及び現金同等物の期末残高 ※  8,731 ※  8,802
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１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

 子会社11社のうち、次の６社を連結子会社としております。 

サンヨーアパレル㈱ 

サンヨーゼネラルサービス㈱  

㈱カイラニ・インターナショナル  

サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 

サンヨーショウカイミラノS.p.A. 

上海三陽時装商貿有限公司 

(2）非連結子会社の名称等 

 非連結子会社は㈱新潟サンヨーソーイング、㈱サンヨーエクセル、㈱サンヨー・インダストリー、㈱サン

ヨーソーイング及び㈱岩手サンヨーソーイングの５社であります。 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社は次の５社であります。 

㈱新潟サンヨーソーイング 

㈱サンヨーエクセル 

㈱サンヨー・インダストリー 

㈱サンヨーソーイング 

㈱岩手サンヨーソーイング 

(2）関連会社１社は、持分法を適用しております。 

バーバリー・インターナショナル㈱ 

 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表

を使用しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  ……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  ……移動平均法に基づく原価法 

(ロ）デリバティブ    ……時価法 

(ハ）たな卸資産 

 なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

商品及び製品・仕掛品

並びに貯蔵品 

……先入先出法に基づく原価法 

原材料 …… 終仕入原価法に基づく原価法 
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。 

 また、海外連結子会社３社は定額法によっております。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物  ２～50年 

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、当社及び国内連結子会社における耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(ハ）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。 

(ハ）返品調整引当金 

 連結会計年度末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将来

の返品による損失予想額を計上しております。 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按分した額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。   

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 なお、海外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引 

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利 

(ハ）ヘッジ方針 

 内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 
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(ニ）ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有

効性の判定を省略しております。 

 また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極

めて高いため有効性の判定を省略しております。 

(6）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

  

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

(1）概要 

 数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識し、

積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改訂されました。また、退職給付見込額の期間帰属方法

について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改訂されまし

た。 

(2）適用予定日 

 平成26年12月期の年度末に係る連結財務諸表から適用いたします。ただし、退職給付見込額の期間帰属方法の

改訂については、平成27年12月期の期首から適用いたします。なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定

められているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡及適用いたしません。  

(3）当該会計基準等の適用による影響 

 当該会計基準等の適用が連結財務諸表に与える影響につきましては、現在評価中であります。 

  

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

【未適用の会計基準等】

【追加情報】
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※１ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額であ

る繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産

の部に計上しております。 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行

って算出しております。 

  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次のとおりであります。 

  

※３ 退職給付制度移行損失等の未払額   

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額 百万円が含まれ

ております。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額 百万円が含まれ

ております。 

  

※４ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日は金融機関の休業日ですが、連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

  

  ○ 債務保証 

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円 219 百万円 110

531

485

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

受取手形 百万円 0 百万円 24

バーバリー・インターナショナル㈱ 百万円100 銀行等借入保証
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※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

  

※２ このうち販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の主なものは次のとおりであります。 

  

※４ 本社移転費用 

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 本社移転費用の内訳は次のとおりであります。 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

売上原価 百万円 △489   百万円 △517

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

給料手当 百万円 25,406 百万円 24,108

広告宣伝費  4,174  4,217

賞与引当金繰入額  390  374

退職給付費用  863  854

減価償却費  813  665

不動産賃借料  4,623  4,643

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

店舗改装及び撤退のための建物附

属設備等の除却損 
百万円 28

本社リニューアル工事に伴う建物

附属設備等の除却損 
百万円 106

   旧本社賃借料 870百万円

   内装工事費等 397百万円

    計 1,268百万円
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※５ 減損損失 

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を認識しました。 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグル

ーピングを行っております。 

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に計上

しました。 

 当連結会計年度において、当社の本社事務所を移転する決議をしたことに伴い、将来的な使用見込み

がないものについて、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に

計上しました。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 当社グループは、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグル

ーピングを行っております。 

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に計上

しました。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。 

  

※６ 災害による損失 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 災害による損失は、東日本大震災によるものであり、その内訳は次のとおりであります。 

  

場所 用途 種類 金額（百万円） 

東京都他  店舗、事務所 

建物及び構築物 

敷金及び保証金 

その他 

  

  

 

787

370

81

353

886

場所 用途 種類 金額（百万円） 

東京都他  店舗  
建物及び構築物 

その他 

  

 

113

12

125

   支援物資（棚卸資産） 84百万円

   固定資産減損損失 40百万円

   棚卸資産廃棄損 17百万円

   見舞金等 10百万円

   その他 16百万円

    計 168百万円
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当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 百万円1,536

組替調整額  △5

税効果調整前  1,530

税効果額  △380

その他有価証券評価差額金  1,150

為替換算調整勘定：   

当期発生額  65

その他の包括利益合計  1,215

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株）  126,229  ―  ―  126,229

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株）  474  6  1  479

単元未満株式の買取 6千株   

単元未満株式の買増請求による売渡 1千株   

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 1,509 12 平成22年12月31日 平成23年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,005 8 平成23年12月31日 平成24年３月30日
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当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株）  126,229  ―  ―  126,229

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株）  479  9  0  488

単元未満株式の買取 9千株   

単元未満株式の買増請求による売渡 0千株   

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,005 8 平成23年12月31日 平成24年３月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成25年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,005 8 平成24年12月31日 平成25年３月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年１月１日 
至  平成24年12月31日） 

現金及び預金勘定 8,731百万円 8,984百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 －  △181  

現金及び現金同等物 8,731  8,802  
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（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

 主としてシステムサーバー及びコンピュータ端末機であります。 

（イ）無形固定資産 

 ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、及び期末残高相当額 

  

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度（平成23年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

（有形固定資産） 

その他 310 262  47

合計 310 262  47

  （単位：百万円）

  
当連結会計年度（平成24年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

（有形固定資産） 

その他 109 101  7

合計 109 101  7

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 44  9

１年超 9  －

合計 54  9

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 54 -



(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

（貸主側） 

１．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

支払リース料 186  45

減価償却費相当額 175  39

支払利息相当額 3  0

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

１年内 2,706  886

１年超 1,125  570

合計 3,831  1,457

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

１年内 456  58

１年超 58  －

合計 515  58
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借

入による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

いません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証券は、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。敷金及び保証金は、主

に事務所や店舗の賃借時に預託したものであり、預託先の信用リスクに晒されております。  

 営業債務である支払手形及び買掛金は、６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建

てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金で

あり、償還日は 長で決算日後６年であります。 

 デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、リスクヘッジ以外のデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは与信管理規程に従い、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 デリバティブ取引の契約先は、格付の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社グループは外貨建ての営業債権について原則として為替予約を利用してヘッジしております。ま

た、当社及び一部の連結子会社は借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために、金利スワップ

取引を利用しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務本部が適時に資金計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。  

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

(*1)長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金 百万円を含めております。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

(*1)長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金 百万円を含めております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  8,731  8,731  －

(2）受取手形及び売掛金  13,980  13,980  －

(3）投資有価証券    

   その他有価証券  10,206  10,206  －

(4）敷金及び保証金  5,848  5,655  △193

資産計  38,766  38,573  △193

(1）支払手形及び買掛金  15,984  15,984  －

(2）短期借入金  12,500  12,500  －

(8）長期借入金 (*1)  14,204  14,276  72

負債計  42,688  42,761  72

デリバティブ取引  －  －  －

4,028

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  8,984  8,984  －

(2）受取手形及び売掛金  13,840  13,840  －

(3）投資有価証券    

   その他有価証券  11,734  11,734  －

(4）敷金及び保証金  5,471  5,324  △147

資産計  40,031  39,883  △147

(1）支払手形及び買掛金  15,715  15,715  －

(2）短期借入金  6,500  6,500  －

(8）長期借入金 (*1)  15,176  15,270  94

負債計  37,391  37,485  94

デリバティブ取引  －  －  －

4,032
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(3）投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(4）敷金及び保証金 

  その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。 

負 債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3）長期借入金 

 これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投

資有価証券」には含めておりません。 

  

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

  敷金及び保証金については、償還期日を明確に把握できないため、上記の償還予定額には含めておりません。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

  敷金及び保証金については、償還期日を明確に把握できないため、上記の償還予定額には含めておりません。 

  

  （単位：百万円）

区分 
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

非上場株式  642  533

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
10年以内 

（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  8,731  －  －  －

受取手形及び売掛金  13,980  －  －  －

合計  22,711  －  －  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
10年以内 

（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  8,984  －  －  －

受取手形及び売掛金  13,840  －  －  －

合計  22,824  －  －  －
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４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額  

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
10年以内 

（百万円） 

10年超 
（百万円） 

長期借入金   4,028  10,176  －  －

合計  4,028  10,176  －  －

  
１年以内 

（百万円） 

１年超 
５年以内 

（百万円） 

５年超 
10年以内 

（百万円） 

10年超 
（百万円） 

長期借入金   4,032  6,144  5,000  －

合計  4,032  6,144  5,000  －

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 59 -



１．その他有価証券 

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

 （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

 （注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

  

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

（有価証券関係）

区分 種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

（1）株式  7,214  4,526  2,688

（2）債券  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  7,214  4,526  2,688

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

（1）株式  2,991  4,514  △1,523

（2）債券  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  2,991  4,514  △1,523

合計  10,206  9,041  1,165

423

区分 種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

（1）株式  8,731  5,264  3,466

（2）債券  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  8,731  5,264  3,466

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

（1）株式  3,003  3,774  △770

（2）債券  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  3,003  3,774  △770

合計  11,734  9,038  2,695

423

種類 売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

（1）株式  42  40  －

（2）債券  －  －  －

（3）その他  －  －  －

合計  42  40  －
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１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 該当事項はありません。  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 金利関連 

前連結会計年度（平成23年12月31日） 

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度（平成24年12月31日） 

（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利スワップの特例処

理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支払 長期借入金 12,968  9,036 （注） 

合計 12,968  9,036

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利スワップの特例処

理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支払 長期借入金 14,036  11,100 （注） 

合計 14,036  11,100
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度（総合設立型の東京既製

服厚生年金基金等に加盟）及び適格退職年金制度を設けておりましたが、平成17年６月１日付けで東京既製

服厚生年金基金から脱退が認可されたため、それに代わる新制度として基金加算分相当額に関し契約社員、

販売社員及び販売員等については、給料へ上乗せして支払う制度を導入し、社員及び常勤嘱託については平

成18年１月１日より確定拠出年金制度を導入しております。  

 なお、当社は平成20年６月１日をもって適格退職年金制度から確定給付企業年金制度に移行しており、ま

た、将来勤務に係る部分から一部を確定拠出年金制度へ移行しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年12月31日）

(1）退職給付債務（百万円）  △14,625 △15,356   

(2）年金資産（百万円）  9,814 10,525   

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円）  △4,811 △4,830   

(4）未認識数理計算上の差異（百万円）  3,766 3,327   

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円）  △699 △583   

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円)  △1,744 △2,086   

(7）前払年金費用（百万円）  － －   

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円）  △1,744 △2,086   

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

退職給付費用（百万円）  1,215  1,221

(1）勤務費用（百万円）  647  604

(2）利息費用（百万円）  282  274

(3）期待運用収益（減算）（百万円）  △266  △245

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  536  577

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △116  △116

(6）確定拠出年金への掛金支払額（百万円）  131  126
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2）割引率 

  

(3）期待運用収益率 

  

(4）過去勤務債務の額の処理年数 

 10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り費用処理することとしております。） 

  

(5）数理計算上の差異の処理年数 

 10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

％ 2.0 ％ 1.2

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

％ 2.5 ％ 2.5

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 63 -



１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成24年12月31日） 

繰延税金資産       

貸倒引当金繰入超過額 百万円73   百万円57

返品調整引当金繰入超過額  248    231

減価償却超過額  459    359

減損損失否認額  534    341

繰延資産償却超過額  569    550

棚卸資産評価損否認額  999    726

退職給付引当金繰入超過額  617    738

退職給付制度変更に伴う損失否認額  189    173

投資有価証券評価損否認額  584    547

ゴルフ会員権評価損否認額  374    374

繰越欠損金  2,370    964

その他  679    894

繰延税金資産小計  7,701    5,961

評価性引当額  △2,185    △2,216

繰延税金資産合計  5,516    3,744

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △535    △915

その他  △19    △26

繰延税金負債合計  △555    △942

繰延税金資産の純額  4,960    2,801

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成24年12月31日） 

流動資産－繰延税金資産 百万円2,763   百万円1,808

固定資産－繰延税金資産  2,196    992

  
前連結会計年度 

（平成23年12月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成24年12月31日） 

法定実効税率  税金等調整前当期純損失

を計上しているため、記載

しておりません。 

  ％ 40.7

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目    0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △1.1

住民税均等割等    1.3

持分法による投資損失    1.7

評価性引当額の増減    2.6

税率変更による影響額    5.5

その他    0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率    51.6
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重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当社及び一部の連結子会社は、東京都に賃貸用オフィスビル及び倉庫用建物等を有しております。 

なお、賃貸用オフィスビルの一部については、一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使

用される部分を含む不動産としております。 

これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、期

中増減額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の減少額は減価償却費249百万円及び賃貸用から自社利用への転用によ

る2,245百万円であります。当連結会計年度の減少額は減価償却費211百万円であります。 

３．期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定に基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）で

あります。 

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

賃貸等不動産   

 連結貸借対照表計上額   

  期首残高  4,525  2,239

  期中増減額  △2,285  △12

  期末残高  2,239  2,227

期末時価  2,423  2,309

賃貸等不動産として使用される部分を含む

不動産 
  

 連結貸借対照表計上額   

  期首残高  11,869  11,674

  期中増減額  △195  △197

  期末残高  11,674  11,477

期末時価  15,094  14,859
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 また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであり

ます。  

  

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

賃貸等不動産   

賃貸収益  156  126

賃貸費用  110  35

差額  45  91

その他（売却損益等）  －  －

賃貸等不動産として使用される部分を含

む不動産 
  

賃貸収益  542  551

賃貸費用  416  388

差額  126  162

その他（売却損益等）  －  －
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 前連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日）及び当連結会計年度（自平成24年１月１

日  至平成24年12月31日） 

 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。 

  

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

  (1） 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

  (2） 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

  (1） 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

  (2） 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。 

  

 当社グループは、アパレルを核とするファッション関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

【関連情報】

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 67 -



関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等  

 損害保険料の支払は全て一般取引と同様であります。 

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等  

 商品の仕入は全て一般取引と同様であります。 

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

【関連当事者情報】

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

（当該会社等の

子会社を含む） 

㈱サンウ

ェルネス 

東京都 

港区 
 12

損害保険

代理店業 

(被所有) 

直接2.52 

損害保険料

の取次 

損害保険料

の支払い 
 98 未払費用 0

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 
（当該会社等の

子会社を含む） 

㈱サンウ

ェルネス 

東京都 

港区 
 12

損害保険

代理店業 

(被所有) 

直接2.52 

損害保険料

の取次 

損害保険料

の支払い 
 60 ― ―

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 
（当該会社等の

子会社を含む） 

㈱ニュー

イングラ

ンド 

東京都 

渋谷区 
 3 卸売業 なし 

商品の仕入 

役員の兼任
商品の仕入  20 ― ―

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

（当該会社等の

子会社を含む） 

㈱ニュー

イングラ

ンド 

東京都 

渋谷区 
 3 卸売業 なし 

商品の仕入 

役員の兼任
商品の仕入  15 ― ―
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 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭364 84

１株当たり当期純損失（△） 円 銭△9 40

１株当たり純資産額 円 銭383 58

１株当たり当期純利益 円 銭17 5

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 １株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度末 

（平成23年12月31日） 
当連結会計年度末 

（平成24年12月31日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 

（百万円） 
 45,879  48,231

普通株式に係る純資産額（百万円）  45,879  48,231

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 ―  ―

普通株式の発行済株式数（千株）  126,229  126,229

普通株式の自己株式数（千株）  479  488

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株） 
 125,749  125,741

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円） 
 △1,181  2,144

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 △1,181  2,144

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式の期中平均株式数（千株）  125,751  125,744
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希望退職者の募集について 

 当社は、平成25年１月25日開催の取締役会において、下記のとおり希望退職者の募集を行うことを決議いたし

ました。 

  

１．希望退職者募集の理由 

 これまで当社では、ブランドのスクラップ＆ビルド、業務のアウトソーシング、販管費の削減など、収益確

保の為に種々の取り組みを行ってまいりました。しかしながら、当社の事業を取り巻く環境は、個人消費の低

迷、節約志向、競争の激化など、依然として厳しい状況が続いております。 

 当社にとって、これらの環境変化へ対応し利益体質を強化することが急務となっており、今回、抜本的な構

造改革施策の一つとして希望退職者の募集等を行うことを決議いたしました。 

  

２．希望退職制度の概要 

(1)対 象 者 ： 従業員 

(2)募集人員 ： 230名程度 

(3)募集期間 ： 平成25年４月15日～平成25年４月26日 

(4)退 職 日 ： 平成25年６月30日 

(5)優遇措置 ： 退職者は会社都合として扱い、所定の退職金に加え特別退職金を支給する。 

        また、希望者には再就職支援会社を通じた再就職支援を行う。 

  

３．損益に与える影響 

 希望退職者募集に伴い発生する特別退職金と再就職支援に係る費用については、想定通りの応募があった場

合は約30億円を見込んでおり、平成25年12月期決算において特別損失として計上する予定であります。 

  

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

 （注）１ 平均利率は、期末時の借入残高及び借入利率による加重平均によって算出しております。 

２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。 

  

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 

  

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金  12,500  6,500  0.426 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金  4,028  4,032  1.488 ― 

１年以内に返済予定のリース債務  66  104  ― ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。） 
 10,176  11,144  1.703 平成26年～30年 

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。） 
 88  148  ― 平成26年～30年 

その他有利子負債  ―  ―  ― ― 

合計  26,858  21,928  ― ― 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  3,894  2,250  ―  ―

リース債務  74  52  15  4

【資産除去債務明細表】

（２）【その他】

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円）  26,432  51,804  73,147  107,630

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円） 
 2,094  2,572  933  4,430

四半期（当期）純利益金額

（百万円） 
 1,176  1,345  313  2,144

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円） 
 9.36  10.70  2.49  17.05

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 9.36  1.34  △8.21  14.56
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,403 7,566

受取手形 ※4  366 ※4  322

売掛金 ※1  14,311 ※1  14,048

商品及び製品 21,197 20,547

仕掛品 0 －

原材料及び貯蔵品 346 214

前渡金 1 1

前払費用 635 468

未収入金 398 221

繰延税金資産 2,680 1,783

短期貸付金 137 124

その他 8 10

貸倒引当金 △75 △52

流動資産合計 47,412 45,257

固定資産   

有形固定資産   

建物 22,366 21,914

減価償却累計額 △15,955 △15,096

建物（純額） 6,411 6,817

構築物 992 963

減価償却累計額 △827 △814

構築物（純額） 164 148

機械及び装置 124 124

減価償却累計額 △123 △124

機械及び装置（純額） 1 0

工具、器具及び備品 2,285 2,250

減価償却累計額 △822 △754

工具、器具及び備品（純額） 1,463 1,495

土地 ※2  16,982 ※2  16,982

リース資産 340 472

減価償却累計額 △218 △287

リース資産（純額） 122 185

建設仮勘定 55 14

有形固定資産合計 25,200 25,643

無形固定資産   

借地権 695 695

商標権 1,171 1,095

ソフトウエア 84 91

その他 108 322

無形固定資産合計 2,059 2,205
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 10,629 12,157

関係会社株式 334 334

出資金 2 2

関係会社出資金 743 381

従業員に対する長期貸付金 16 11

関係会社長期貸付金 3,552 3,753

破産更生債権等 32 14

敷金及び保証金 5,605 5,246

ゴルフ会員権 230 229

繰延税金資産 2,133 956

その他 17 13

貸倒引当金 △1,241 △1,543

投資その他の資産合計 22,057 21,559

固定資産合計 49,317 49,408

資産合計 96,730 94,666

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,508 4,777

買掛金 11,451 10,880

短期借入金 12,500 6,500

1年内返済予定の長期借入金 3,928 3,932

リース債務 57 96

未払金 175 346

未払費用 3,064 3,240

未払消費税等 245 540

未払法人税等 123 538

預り金 554 436

賞与引当金 547 527

返品調整引当金 610 610

その他 50 120

流動負債合計 37,815 32,545

固定負債   

長期借入金 9,876 10,944

リース債務 70 139

長期未払金 ※3  789 ※3  503

長期預り金 84 84

再評価に係る繰延税金負債 ※2  1,722 ※2  1,722

退職給付引当金 1,689 2,025

関係会社事業損失引当金 3 4

その他 117 151

固定負債合計 14,353 15,575

負債合計 52,169 48,121
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金   

資本準備金 3,800 3,800

その他資本剰余金 6,219 6,219

資本剰余金合計 10,019 10,019

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 9,750 9,750

繰越利益剰余金 8,985 9,820

利益剰余金合計 18,735 19,570

自己株式 △231 △233

株主資本合計 43,526 44,359

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 629 1,779

土地再評価差額金 ※2  405 ※2  405

評価・換算差額等合計 1,035 2,185

純資産合計 44,561 46,544

負債純資産合計 96,730 94,666
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 102,426 105,293

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 19,566 21,197

当期商品及び製品仕入高 39,735 38,344

当期製品製造原価 16,772 16,263

合計 76,074 75,805

他勘定振替高 ※1  116 ※1  13

商品及び製品期末たな卸高 21,197 20,547

売上原価合計 ※2  54,759 ※2  55,244

売上総利益 47,667 50,048

返品調整引当金繰入額 610 610

返品調整引当金戻入額 790 610

差引売上総利益 47,847 50,048

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 953 908

広告宣伝費 3,833 3,886

給料手当及び賞与 24,605 23,315

賞与引当金繰入額 379 364

貸倒引当金繰入額 5 －

福利厚生費 2,684 2,552

退職給付費用 848 838

減価償却費 712 598

業務委託費 3,644 3,730

リース料 197 99

不動産賃借料 3,900 3,955

その他 3,617 3,647

販売費及び一般管理費合計 45,383 43,897

営業利益 2,463 6,151

営業外収益   

受取利息 ※3  62 ※3  63

受取配当金 276 274

受取賃貸料 ※3  631 ※3  605

受取保険金 0 0

その他 58 82

営業外収益合計 1,029 1,025

営業外費用   

支払利息 306 270

賃貸費用 514 410

貸倒引当金繰入額 － 320

為替差損 13 －

その他 14 97

営業外費用合計 848 1,099

経常利益 2,644 6,076

特別利益   

投資有価証券売却益 － 40

特別利益合計 － 40
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※4  30 ※4  143

本社移転費用 － ※5  1,268

ゴルフ会員権評価損 123 －

関係会社株式評価損 532 600

関係会社事業損失引当金繰入額 3 －

貸倒引当金繰入額 489 －

減損損失 ※6  1,120 ※6  125

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 234 －

災害による損失 ※7  168 －

特別損失合計 2,701 2,137

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △56 3,979

法人税、住民税及び事業税 50 445

法人税等調整額 844 1,693

法人税等合計 894 2,138

当期純利益又は当期純損失（△） △951 1,840
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 （注） 原価計算の方法 

標準原価による組別総合原価計算によっており、原価差額は期末に売上原価及び棚卸資産に配賦調整しており

ます。 

  

【製造原価明細書】

    
前事業年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅰ 材料費    1,727  10.3  1,591  9.8

Ⅱ 労務費    4,713  28.1  4,501  27.7

Ⅲ 経費    10,331  61.6  10,170  62.5

（うち外注加工費）   (241) (273)

当期総製造費用    16,772  100.0  16,263  100.0

仕掛品期首棚卸高    －  0

計    16,772  16,263

仕掛品期末棚卸高    0  －

当期製品製造原価    16,772  16,263
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 15,002 15,002

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,002 15,002

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 3,800 3,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,800 3,800

その他資本剰余金   

当期首残高 6,219 6,219

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 6,219 6,219

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 9,750 9,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,750 9,750

繰越利益剰余金   

当期首残高 11,446 8,985

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △951 1,840

当期変動額合計 △2,460 834

当期末残高 8,985 9,820

自己株式   

当期首残高 △230 △231

当期変動額   

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 △231 △233
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 45,988 43,526

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △951 1,840

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △2,461 833

当期末残高 43,526 44,359

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 1,804 629

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,174 1,150

当期変動額合計 △1,174 1,150

当期末残高 629 1,779

土地再評価差額金   

当期首残高 162 405

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 243 －

当期変動額合計 243 －

当期末残高 405 405

評価・換算差額等合計   

当期首残高 1,966 1,035

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △931 1,150

当期変動額合計 △931 1,150

当期末残高 1,035 2,185

純資産合計   

当期首残高 47,954 44,561

当期変動額   

剰余金の配当 △1,509 △1,005

当期純利益又は当期純損失（△） △951 1,840

自己株式の処分 0 0

自己株式の取得 △1 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △931 1,150

当期変動額合計 △3,393 1,983

当期末残高 44,561 46,544
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１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法  

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

２ デリバティブなどの資産の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品及び製品・仕掛品並びに貯蔵品 

 先入先出法に基づく原価法  

(2）原材料 

 終仕入原価法に基づく原価法 

 なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物  ２～50年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

(3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基準として計上しております。 

(3）返品調整引当金 

 期末日後に予想される売上返品による損失に対処するため、過去の返品率等を勘案した将来の返品による

損失予想額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌期から費用処理することとしております。 

【重要な会計方針】
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(5）関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して、当社が負担することとなる損失

見込額を計上しております。 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引 

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利 

(3）ヘッジ方針 

 内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有効

性の判定を省略しております。 

 また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極め

て高いため、有効性の判定を省略しております。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

【追加情報】
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※１ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

  

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を

行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額であ

る繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産

の部に計上しております。 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行

って算出しております。 

  

※３ 退職給付制度移行損失等の未払額 

前事業年度（平成23年12月31日） 

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額 百万円が含まれ

ております。 

  

当事業年度（平成24年12月31日） 

 長期未払金には確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移行損失等の未払額 百万円が含まれ

ております。 

  

※４ 決算期末日満期手形 

 決算期末日満期手形の会計処理については、事業年度末日は金融機関の休業日ですが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。事業年度末日満期手形は、次のとおりであります。 

  

 ○ 債務保証 

前事業年度（平成23年12月31日） 

  

当事業年度（平成24年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

売掛金 百万円 970 百万円 840

再評価を行った年月日 平成13年12月31日 

523

477

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

受取手形 百万円 0 百万円 24

バーバリー・インターナショナル㈱ 百万円100 銀行等借入保証
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※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

※２ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

  

※３ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産除却損の主なものは次のとおりであります。 

  

※５ 本社移転費用 

当事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 本社移転費用の内訳は次のとおりであります。 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

災害による損失 百万円 101   百万円 －

広告宣伝費  7    7

その他  7    6

計  116    13

前事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

売上原価 百万円 △490   百万円 △460

前事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

受取賃貸料 百万円 44   百万円 40

受取利息  60    62

前事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

店舗改装及び撤退のための建物附

属設備等の除却損 
百万円 28

本社リニューアル工事に伴う建物

附属設備等の除却損  
百万円 106

 旧本社賃借料    870百万円

 内装工事費等 397百万円

    計 1,268百万円
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※６ 減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を認識しました。 

前事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 当社は、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグルーピング

を行っております。 

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に計上

しました。 

 当事業年度において、当社の本社事務所を移転する決議をしたことに伴い、将来的な使用見込みがな

いものについて、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に計上

しました。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

 当社は、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に店舗別にグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとに、また、賃貸資産については物件ごとにグルーピング

を行っております。 

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗および閉鎖の意思決定をした

店舗に係る資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失( 百万円)として特別損失に計上

しました。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は処分見込

額等合理的な見積りにより評価し、使用価値については将来キャッシュ・フローに基づき算定しており

ますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、割引率の記載を省略しております。 

  

※７ 災害による損失 

前事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 災害による損失は、東日本大震災によるものであり、その内訳は次のとおりであります。 

  

場所 用途 種類 金額（百万円） 

東京都他  店舗、事務所 

建物 

敷金及び保証金 

その他 

  

  

  

709

370

40

233

886

場所 用途 種類 金額（百万円） 

東京都他  店舗 
建物 

その他 

  

  

113

12

125

   支援物資（棚卸資産） 84百万円

   固定資産減損損失 40百万円

   棚卸資産廃棄損 17百万円

   見舞金等 10百万円

   その他 16百万円

    計 168百万円
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前事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  

当事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株）  474  6  1  479

単元未満株式の買取り 6千株   

単元未満株式の買増請求による売渡 1千株   

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株）  479  9  0  488

単元未満株式の買取り 9千株   

単元未満株式の買増請求による売渡 0千株   
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（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

 主としてシステムサーバー及びコンピュータ端末機であります。 

（イ）無形固定資産 

 ソフトウエアであります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

（リース取引関係）

  （単位：百万円）

  
前事業年度（平成23年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械及び装置 20 15  4

工具、器具及び備品 267 227  39

合計 287 243  44

  （単位：百万円）

  
当事業年度（平成24年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械及び装置 16 15  1

工具、器具及び備品 84 79  5

合計 101 94  7

  （単位：百万円）

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41  9

１年超 9  －

合計 50  9
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(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。  

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

（貸主側） 

１．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

 子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式 百万円、関連会社株式 百万

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式 百万円、関連会社株式 百万円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

   

  （単位：百万円）

  
前事業年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

支払リース料 177  41

減価償却費相当額 167  36

支払利息相当額 3  0

  （単位：百万円）

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

１年内 2,647  827

１年超 1,091  546

合計 3,738  1,374

  （単位：百万円）

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

１年内 367  －

１年超 －  －

合計 367  －

（有価証券関係）

334 0

334 0
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

   

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
 

当事業年度 
（平成24年12月31日） 

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入超過額 百万円468   百万円567

退職給付引当金繰入超過額  602    721

未払役員退職金否認額   101    101

返品調整引当金繰入超過額  248    231

棚卸資産評価損否認額   960    722

減価償却超過額   462    362

減損損失否認額   505    290

繰延資産償却超過額   568    550

退職給付制度変更に伴う損失否認額  186    170

投資有価証券評価損否認額   584    547

関係会社株式評価損否認額   986    1,199

ゴルフ会員権評価損否認額   374    374

繰越欠損金   1,376    －

その他  534    762

繰延税金資産小計  7,959    6,603

評価性引当額  △2,590    △2,920

繰延税金資産合計  5,369    3,682

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △535    △915

その他  △19    △26

繰延税金負債合計  △555    △942

繰延税金資産の純額  4,813    2,739

  
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
 

当事業年度 
（平成24年12月31日） 

法定実効税率  税引前当期純損失を計上

しているため、記載してお

りません。 

  ％ 40.7

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目    0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △1.2

住民税均等割等    1.4

評価性引当額の増減    8.3

税率変更による影響額    3.8

その他    △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率    53.7
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重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失 

  

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭354 37

１株当たり当期純損失（△） 円 銭△7 57

１株当たり純資産額 円 銭370 16

１株当たり当期純利益 円 銭14 64

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 １株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（平成23年12月31日） 
当事業年度 

（平成24年12月31日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  44,561  46,544

普通株式に係る純資産額（百万円）  44,561  46,544

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 ―  ―

普通株式の発行済株式数（千株）  126,229  126,229

普通株式の自己株式数（千株）  479  488

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株） 
 125,749  125,741

項目 
前事業年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 △951  1,840

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 △951  1,840

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式の期中平均株式数（千株）  125,751  125,744

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 89 -



希望退職者の募集について 

 当社は、平成25年１月25日開催の取締役会において、下記のとおり希望退職者の募集を行うことを決議いたし

ました。 

  

１．希望退職者募集の理由 

 これまで当社では、ブランドのスクラップ＆ビルド、業務のアウトソーシング、販管費の削減など、収益確

保の為に種々の取り組みを行ってまいりました。しかしながら、当社の事業を取り巻く環境は、個人消費の低

迷、節約志向、競争の激化など、依然として厳しい状況が続いております。 

 当社にとって、これらの環境変化へ対応し利益体質を強化することが急務となっており、今回、抜本的な構

造改革施策の一つとして希望退職者の募集等を行うことを決議いたしました。 

  

２．希望退職制度の概要 

(1)対 象 者 ： 従業員 

(2)募集人員 ： 230名程度 

(3)募集期間 ： 平成25年４月15日～平成25年４月26日 

(4)退 職 日 ： 平成25年６月30日 

(5)優遇措置 ： 退職者は会社都合として扱い、所定の退職金に加え特別退職金を支給する。 

        また、希望者には再就職支援会社を通じた再就職支援を行う。 

  

３．損益に与える影響 

 希望退職者募集に伴い発生する特別退職金と再就職支援に係る費用については、想定通りの応募があった場

合は約30億円を見込んでおり、平成25年12月期決算において特別損失として計上する予定であります。 

  

（重要な後発事象）

2013/03/27 13:39:4712860725_有価証券報告書_20130327133936

- 90 -



【株式】 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

㈱三越伊勢丹ホールディングス  3,108,647  2,617

三井物産㈱  1,603,000  2,056

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  2,526,000  1,164

三菱商事㈱  700,000  1,152

㈱丸井グループ  1,311,200  900

㈱良品計画  186,000  897

㈱松屋  953,700  836

㈱ワコールホールディングス  500,000  448

㈱髙島屋  716,000  438

Ｊ．フロント リテイリング㈱  670,000  319

東レ㈱  500,000  263

ＪＡ三井リース㈱  100,000  237

旭化成㈱  336,991  170

その他35銘柄  2,575,402  653

計  15,786,940  12,157
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（注）１．建物の増加の主なものは、本社移転に伴う耐震、内装工事等の取得による増加822百万円であります。  

２．建物の減少の主なものは、本社リニューアル工事に伴う内装等の除却による減少1,263百万円であります。 

３．建設仮勘定の増加の主なものは、本社移転に伴う耐震、内装工事等の取得による増加1,184百万円でありま

す。なお、当該増加分についてはすべて当事業年度中に本勘定へ振替えております。 

４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。  

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額及び回収によるものであります。 

        

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円）

有形固定資産    

建物  22,366 1,264
( )

1,717

113
21,914  15,096  639 6,817

構築物  992 8 36 963  814  19 148

機械及び装置  124 － － 124  124  1 0

工具、器具及び備品  2,285 185
( )

221

12
2,250  754  106 1,495

土地  16,982 － － 16,982  －  － 16,982

リース資産  340 131 － 472  287  68 185

建設仮勘定  55 1,234 1,275 14  －  － 14

有形固定資産計  43,148 2,824
( )
3,251
125

42,721  17,077  835 25,643

無形固定資産    

借地権  695 － － 695  －  － 695

商標権  1,235 46 － 1,282  186  123 1,095

ソフトウエア  964 48 － 1,013  921  41 91

その他  125 223 － 349  27  9 322

無形固定資産計  3,021 319 － 3,340  1,135  174 2,205

長期前払費用  － － － －  －  － －

繰延資産    

―  － － － －  －  － －

繰延資産計  － － － －  －  － －

【引当金明細表】

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  1,316  379  19  80  1,595

賞与引当金  547  527  547  －  527

返品調整引当金  610  610  610  －  610

関係会社事業損失引当金  3  1  －  －  4
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Ａ 資産の部 

流動資産 

１ 現金及び預金 

２ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

預金の種類   

当座預金  7,302

普通預金  246

その他の預金  3

小計  7,552

現金  13

合計  7,566

相手先 金額（百万円） 

㈱鶴屋百貨店  162

㈱山形屋  40

㈱藤崎  40

㈱浜屋百貨店  18

㈱宮崎山形屋  13

その他  49

合計  322

区分 金額（百万円） 

貸借対照表日後１月以内  128

〃   ２月 〃  126

〃   ３月 〃  67

合計  322
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３ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。 

４ 商品及び製品 

５ 原材料及び貯蔵品 

相手先 金額（百万円） 

㈱髙島屋  1,571

㈱三越伊勢丹  1,411

㈱大丸松坂屋百貨店  1,365

㈱そごう・西武  1,115

㈱丸井  563

その他  8,020

合計  14,048

当期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

回転率 
（回） 

滞留期間 
（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ Ｄ×
1 

―――×100
Ａ＋Ｂ

Ｂ 
――――――― 
(Ａ＋Ｃ)×1/2 

366日 
―――― 
回転率 

 14,311 110,479  14,048 110,742 88.7  7.8  47.0

区分 金額（百万円） 

紳士服・洋品  6,637

婦人子供服・洋品  11,010

服飾品他  2,899

合計  20,547

区分 金額（百万円） 

原材料   

紳士服・洋品  60

婦人子供服・洋品  136

服飾品他  10

小計  207

貯蔵品   

販促物貯蔵品  7

小計  7

合計  214
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固定資産  

 敷金及び保証金 

  

Ｂ 負債の部 

流動負債 

１ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

事務所賃借に係る保証金  1,553

店舗賃借に係る保証金  3,682

社宅賃借に係る保証金  9

その他の保証金  1

合計  5,246

相手先 金額（百万円） 

住金物産㈱  1,661

蝶理㈱  552

㈱スミテックス・インターナショナル  526

豊島㈱  488

㈱電通  434

その他  1,116

合計  4,777

区分 金額（百万円） 

貸借対照表日後１月以内  1,122

〃   ２月 〃  1,485

〃   ３月 〃  1,220

〃   ４月 〃  712

〃   ４月を超えるもの  236

合計  4,777
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２ 買掛金 

相手先別内訳  

３ 短期借入金 

  

固定負債 

 長期借入金  

  

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円） 

三井物産インターファッション㈱  6,805

三菱商事ファッション㈱  1,987

丸紅ファッションリンク㈱  1,185

住金物産㈱   109

伊藤忠商事㈱   84

その他  707

合計  10,880

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  2,500

㈱三井住友銀行  2,000

三井住友信託銀行㈱  1,500

㈱みずほコーポレート銀行  500

合計  6,500

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  8,150

三井住友信託銀行㈱  2,750

明治安田生命保険(相)  44

合計  10,944

（３）【その他】
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（注） 当社は定款の定めにより次のとおり単元未満株主の権利を制限しております。 

          （単元未満株主の権利） 

当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

 (1) 法令により定款をもってしても制限することができない権利 

 (2) 株主割当による募集株式および募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 (3) 単元未満株式買増請求をする権利 

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り又は買増し   

取扱場所 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  

三井住友信託銀行株式会社 

取次所 ────── 

買取又は買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故その他

のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載して公告す

る。 

 公告掲載URL 

 http://www.sanyo-shokai.co.jp/ 

株主に対する特典 
優待セールへご招待（東京都において年２回、権利確定日：６月30日

及び12月31日）いたします。 
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 当社には親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】

(1）有価証券報告書 

及びその添付書類 

並びに確認書  

事業年度 

（第69期） 

自 平成23年１月１日 

至 平成23年12月31日 

平成24年３月29日 

関東財務局長に提出。 

(2）内部統制報告書 

  及びその添付書類 
    

平成24年３月29日 

関東財務局長に提出。 

(3）四半期報告書及び確認書 （第70期第１四半期）
自 平成24年１月１日 

至 平成24年３月31日 

平成24年５月15日 

関東財務局長に提出。 

  （第70期第２四半期）
自 平成24年４月１日 

至 平成24年６月30日 

平成24年８月10日 

関東財務局長に提出。 

  （第70期第３四半期）
自 平成24年７月１日 

至 平成24年９月30日 

平成24年11月13日 

関東財務局長に提出。 

(4）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に

基づく臨時報告書であります。 

平成24年４月２日 

関東財務局長に提出。 
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三陽商会の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社三陽商会及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年１月25日開催の取締役会において、希望退職者の募集を行

うことを決議した。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

平成25年３月28日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 櫻  井  紀  彰    印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 友 野 浩 司    印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 川  端  美  穂    印 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社三陽商会の平成24年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。 

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、株式会社三陽商会が平成24年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  
 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三陽商会の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

三陽商会の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年１月25日開催の取締役会において、希望退職者の募集を行

うことを決議した。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  独立監査人の監査報告書   

平成25年３月28日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 櫻  井  紀  彰    印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 友 野 浩 司    印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 川  端  美  穂    印 

 ※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 代表取締役社長である杉浦昌彦及び 高財務責任者松浦薫は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責

任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る

内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。 

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成24年12月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質

的影響の重要性を考慮して決定しており、当社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロ

セスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社６社及び持分法適用会社６社については、金

額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前連結会計年度の連結売上高（連結会社間取引消去前）を指

標に、その概ね３分の２を超えている当社のみを重要な事業拠点とし、当社における事業目的に大きく関わる勘定科

目である売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、選定した重要な事業拠点に

かかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴

う重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に

追加している。 

   

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。  

   

 該当事項なし。 

   

 該当事項なし。  

   

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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